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Ⅰ 調査の概要 

 

１．調査の目的 

 

中国圏の中山間地域の農業は傾斜農地の割合が高く基盤整備が遅れ

ている等、中国圏の農業生産性は平地が多い他の地域より低く、過疎

化、高齢化による担い手の脆弱化が進行している。定住条件について

も、就業機会に恵まれず農業所得は平地の多い他の地域に比べ低い状

況にあるとともに、生活環境の整備も遅れている。さらに、耕作放棄

地の増大により、多面的機能を担ってきた農地、水路等の地域資源の

保全・管理が懸念される状況にある。 

このため、中山間地域の農林水産業の再生・強化を図るためには、

平地と比べ生産条件が不利であることを踏まえ、農林水産物をはじめ

とする地域資源を核とし、地域の特色を活かし、創意工夫による農林

水産業及びその関連産業の振興を行うとともに、生産と生活の場が一

体となっている農山漁村の集落を適正に維持し、集落活動を活発に展

開することが重要である。 

本事業は、①農林水産物のブランド化や加工等の高付加価値化を推

進するとともに、直売所、農家レストラン、農家民宿等を通じた都市

と農山漁村との交流の推進によって地域が活性化している先進取組事

例について調査し、中国圏における中山間地域の農林水産業の再生・

強化のための推進方策の検討、②その際、農村景観や伝統文化といっ

た地域資源を都市住民やＮＰＯなどの多様な主体の参画によって保全、

活用している状況も併せて調査するとともに、農地・水・環境保全向

上対策や中山間地域等直接支払制度を有効に活用し集落活動により集

落機能を発揮させている先進取組事例について調査し、中国圏におけ

る中山間地域の集落の今後の活動・推進方策の検討を行うことを目的

とするものである。 
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２．調査フロー 

 

本調査を進めるにあたり、以下のフローに従って実施した。 

 

図表Ⅰ-1 調査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．先進取組事例の実態把握 

 

 

 

（１）先進取組事例の収集・整理 

（２）先進取組事例の選抜 

２．現地調査の結果に基づく成功要因等の分析 

 

 

 

 （２）地域経済・地域社会の構造転換につながる要因の

分析 

３．推進方策及び課題の整理 

（３）先進取組事例の現況に

関する調査 

（４）現地調査による先進取

組事例の実態把握 

（１）現地調査結果からみた各事例の成功要因及び課題 
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３．調査体制 

本調査は、中国四国農政局の委託を受け、社団法人中国地方総合研究センターが、調査方針、調

査手法などを「農林水産業再生・強化に関する調査検討委員会」において検討し、実施した。 

 

図表Ⅰ-2 調査体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅰ-3 農林水産業再生・強化に関する調査検討委員会委員名簿 

  （敬称略、50 音順） 

氏  名 所   属 役 職 名 等 

阿部 憲三 有限会社漂流岡山   代表取締役社長 

糸賀 盛人 農事組合法人おくがの村 代表理事 

河部 真弓 ＮＰＯ法人結まーるプラス 理事長 

木村  修 農事組合法人伊賀の里モクモク手づくりファーム 社長理事 

徳野 貞雄 熊本大学文学部 教授 

野原 建一 ○ 広島県立大学 名誉教授 

前川 俊清 県立広島大学生命環境学部環境科学科 准教授 

目瀬 守男 ◎ 岡山大学 名誉教授 

※ ◎は委員長、○は委員長代理 
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Ⅱ 先進取組事例の実態把握 

 

１．先進取組事例の収集・整理 

ここでは、本調査の基礎的な資料として、中国圏において先進的に実施されてきた取組事例（以

下、先進取組事例とする）を収集・整理を行った。 

先進取組事例の収集・整理にあたっては、以下の方法で行った。 

 

（１）既存文献等調査による先進取組事例の収集・整理 

既存文献などから、中国圏の農林水産業の再生・強化に関する事例、それを支える集落の維持・

活性化に関する事例を収集・整理した。 

収集・整理にあたっては、社団法人中国地方総合研究センター所蔵の地域づくり事例データベー

スのうち、農林水産業の再生・強化と集落の維持・活性化に関連する事例を選んだ（収集数：359

事例）。また、農林水産省中国四国農政局が作成した「農地・水・環境保全向上対策活動事例集」

（収集数：21事例）、「中山間地域等直接支払制度の取組事例」（収集数：４事例）からも収集・整

理した。 

これにより収集・整理した先進取組事例は、合計で384事例となった。ちなみに、県別の事例数

は下図の通りである。 

 

図表Ⅱ-1 県別先進取組事例数 
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この調査により収集・整理した先進取組事例については、図表Ⅱ-2に示すように、取組の目的、

活用する制度など分類し、それぞれの取組の主な取組内容から整理を行った。 

 

図表Ⅱ-2 先進取組事例の主な取組分野の区分 

○農林水産業の再生・強化に関する取組分野 

取組分野 取組概要 

ブランド化・高付 

加価値化の推進 

売れる農林水産品・加工品づくりを推進し、ブランドの形成を図ってい

る事例。また、農林水産品の質的向上、有機農法などにより、農林水産

物の付加価値を高めている事例 など 

組織化・法人化、 

担い手の確保 

農林水産業の高度化・効率化を図るため、法人化を図ったり、生産・流

通基盤を組織的に整備・維持保全を図っている事例。また、地域の実情

に即した農林水産業の担い手の育成、ＵＪＩターンなどの農林水産業へ

の新規就業支援を図っている事例 など 

都市農村交流 

地産地消の推進など近隣圏域での農林水産品の利活用を促進している事

例。また、農山漁村の魅力や農産品等の地域資源を活かし、直販市、農

村レストラン、農家民宿など都市と農山漁村との交流の促進を図ってい

る事例 など 

農商工連携の活用 

農商工などの産業間連携により相乗的な地域活性化を図っている事例。

また、産学官連携等により、バイオマスエネルギー等の農林水産資源を

新たに利活用した産業育成を図っている事例 など 

○集落活動の活性化に関する取組分野 

取組分野 取組概要 

景観の維持、伝統 

文化等の継承活動 

農林水産業に関連する農山漁村の持つ特有の景観や培われてきた伝統文

化などを維持・保全するとともに、地域活性化に活用している事例 な

ど 

農地・水・環境保全 

向上対策の活用 

地域ぐるみで農地や水路などの環境保全活動を共同で実施している事

例。また、農業者ぐるみで環境に配慮した先進的な営農活動に取組む事

例 など 

地域による自立的な 

農地・山林等の管理・

活用 

地域農林業を支える農地・山林等の維持・管理を集落（地域）で取組む

事例。また、取組の持続性を高めるため、集落単位での営農を組織化・

法人化している事例。さらに、地域の自立・存続に向け、地域住民が自

ら地域のことを考え、行動する仕組み・組織を立ち上げ、住民間の互

助・共助、官民の協働などにより、住民生活に関する総合的な事業展開

を図っている事例 など 

中山間地域等直接支払

制度の活用 

中山間地域等直接支払制度を有効に活用し、地域農業の維持・活性化、

地域環境の向上、集落機能の保全・活性化につながっている事例  など 

定住者確保・人材育成 

ＵＪＩターンによる集落への定住者や、集落の維持に協力する地域外で

暮らす血縁者等を受け入れ、その集落で活動する人材の確保を図ってい

る事例 など 
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(1)  ブランド化・高付加価値化の推進

(2)  組織化・法人化、担い手の確保

(3) 都市農村交流

(4)  農商工連携の活用

 （５）景観の維持、伝統文化等の継承活動

 （６ )  農地・水・環境保全向上対策の活用

(7)  地域による自立的な農地・山林等の管理・活用

(8)  中山間地域等直接支払制度の活用

(9)  定住者確保・人材育成
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取組分野で分類すると、「都市農村交流」が106事例と最も多く、つづいて「ブランド化・高付加

価値化の推進」が69事例、「景観の維持、伝統文化の継承活動」が60事例と多くなっている。一方、

「定住者確保・人材育成」に関する事例は４事例と非常に少なくなっている。 

 

図表Ⅱ-3 取組分野別の先進取組事例数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ-4 県別にみた主な取組分野別の先進取組事例数 

 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 合 計

(1)ブランド化・高付加価値化の推進 14 15 15 20 5 69

(2)組織化・法人化、担い手の確保 3 6 5 2 4 20

(3)都市農村交流 22 20 16 21 27 106

農
林
水
産
業
の
再
生
・
強
化(4)農商工連携の活用 2 7 11 4 4 28

(5)景観の維持、伝統文化等の継承活動 17 8 21 4 10 60

(6)農地・水・環境保全向上対策の活用 11 5 6 6 7 35

(7)地域による自立的な農地・山林等の管理・活用 8 10 11 10 9 48

(8)中山間地域等直接支払制度の活用 2 1 3 2 6 14

集
落
の
維
持
・
活
性
化 

(9)定住者確保・人材育成 0 3 0 1 0 4

合    計 79 75 88 70 72 384

【取組分野】 
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（２）「豊かなむらづくり表彰事業」受賞地区からの収集 

Ⅱ．１．（１）で収集・整理した事例のほか、「豊かなむらづくり表彰事業」受賞地区について、

本調査における先進取組事例として扱うのに適しており、農林水産業の再生・強化、それを支える

集落の維持・活性化を検討する上でも有用と考えられるため、対象とした。 

なお、これまでの受賞地区は、中国圏で121事例ある（中四国管内では214事例）。 

 

以上、Ⅱ．１．（１）（２）により収集・整理した先進取組事例について、本調査で設置した「農

林水産業再生・強化に関する調査検討委員会」（以下、調査検討委員会とする）に提出し、検討し

た結果、事例数、把握分野の範囲などから、中国圏における農林水産業の再生・強化を検討するた

めの推進方策及び課題を分析する基礎資料として扱う上で十分な事例があると判断されたため、こ

の収集事例を基に、調査検討委員会委員の推薦事例を加えて検討することとなった。 

 

 

（参考）「豊かなむらづくり表彰事業」について 

「豊かなむらづくり表彰事業」は、農林水産省と（財）日本農林漁業振興会の共催により、

昭和54年度から実施されており、農山漁村における「むらづくり」優良事例の表彰、業績発

表等を行うことにより、むらづくり活動の全国的な展開を助長し、地域の連帯感の醸成及び

コミュニティ機能の強化を図り、農林漁業及び農山漁村の健全な発展に資することを目的に

実施されているものである。 

 

 

 

 



 

－8－ 

 

２．先進取組事例の選抜 

 

（１）Ⅱ.１.(1)で収集・整理した先進取組事例の選抜 

① 先進取組事例の選抜 

中国圏における農林水産業の再生・強化のための推進方策、集落の維持・活性化の推進方策及

び課題等を検討するため、先進取組事例として収集・整理した事例から、有用な事例を選抜した。 

Ⅱ.１.(1)で収集・整理した先進取組事例から選抜を行うにあたっては、各推進方策の検討に

資するよう、以下のような選抜の視点を設定した。 

 

図表Ⅱ-5 選抜の視点 

視点 概要 

①取組の先進性 
・新たな仕組み・手法を用いている事例 

・他地域ではみられない特徴を有している事例 

②取組の汎用性 

・その地域の特殊要因が成功の大きな要因となっているものでは

なく、広く他地域にも適用することができる仕組み・手法等が

とられている事例 

③取組の継続性・持続可能性 

・取組が一定期間継続して実施されている事例 

・今後も取組が持続的に行うことが可能と思われる仕組み・手法

等がとられている事例 

④取組の複合性 

・農林水産業の再生・強化に関する取組と地域の活性化に関する

取組が複合的に実施されている事例 

・農林水産業の再生・強化に関する取組、地域の活性化に関する

取組において、取組分野のうち、複数の分野を複合的に実施

し、取組効果を高めている事例 

⑤取組効果の地域への波及 

・取組効果が実施主体だけではなく、他の主体や住民も含めた地

域に広く波及している事例 

・取組を通じて地域経済・地域社会の構造転換につながるような

インパクトを与えている事例 

 

② 現地調査対象候補の抽出方法について 

Ⅱ.１.(1)で収集・整理した384事例に調査検討委員会委員から推薦のあった12事例を加えた

396事例から現地調査対象を選抜するため、図表Ⅱ-5の５つの視点について３段階（◎＞○＞

－）評価を行った。 

ここでの３段階評価は、◎はその視点において顕著に表れている事例、○はその視点が認めら

れる事例、－はその視点が十分でない事例と設定した。 

この評価結果をみると、５つの視点すべてで○以上がついた事例は47事例、４つが146事例、

３つが133事例となった。この先進取組事例の評価方法について調査検討委員会の承認を受け、

すべてで○以上のついた47事例を現地調査対象候補とし、調査検討委員会での協議により、19地

域、22事例を選抜した。 

（なお、１事例については、取組実施主体との調整がつかず、現地調査が実施できなかったため、

現地調査実施は18地域、21事例となった。現地調査実施対象は図表Ⅱ-7の通り。） 



 

－9－ 

 

Ⅱ.1.(1)で収集・整理した先進取組事例

384 事例 

委員より推薦のあった先進取組事例 

12 事例 

図表Ⅱ-6 現地調査対象事例の選抜フロー（Ⅱ.１.(1)により抽出した先進取組事例の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５つの選抜の視点のうち◎または○がついた数 

5つ 4つ 3つ 2つ 1つ 

47事例 146事例 133事例 66事例 4事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査検討委員会における選抜 

 

現地調査対象事例 19 地区・22 事例に決定 

５つの選抜の視点による評価（各３段階評価） 

先進性 汎用性 継続性 複合性 効果の波及 
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図表Ⅱ-7 現地調査の対象として選抜した先進取組事例一覧 

 県 市町村 実施主体 事例番号

（１）ブランド化・高付加価値化の推進 

島根県 江津市 桜江オーガニックファーム ① 

島根県 江津市 (有)桜江町桑茶生産組合 ① 

島根県 益田市 ＪＡ西いわみ ② 

岡山県 笠岡市 ＮＰＯ法人かさおか島づくり海社 ③ 

岡山県 美作市 ＪＡ勝英 ④ 

（２）組織化・法人化、担い手の確保 

山口県 山口市 （株）秋川牧園 ⑤ 

（３）都市農村交流 

広島県 三次市 （株）君田トエンティワン ⑥ 

山口県 岩国市 府谷グリーンピア山里会（グリーンピアやまざと） ⑦ 

（４）農商工連携の活用 

○
農
林
水
産
業
の
再
生
・
強
化
に
関
す
る
取
組
分
野 

岡山県 岡山市 （有）漂流岡山 ⑧ 

（５）景観の維持、伝統文化等の継承活動 

鳥取県 鳥取市 ＮＰＯ法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会 ⑨ 

鳥取県 智頭町 ＮＰＯ法人新田むらづくり運営委員会 ⑩ 

岡山県 新庄村 新庄村・（株）メルヘン・プラザほか ⑪ 

広島県 庄原市 木屋自治振興区・ハイヅカ湖歓交協会 ⑫ 

（６）農地・水・環境保全向上対策の利用 

岡山県 美咲町 境地区農業生産者組合（境地区協議会） ⑬ 

広島県 安芸高田市 川根振興協議会 ⑭ 

（７）地域による自立的な農地・山林等の管理・活用 

鳥取県 智頭町 智頭町 ⑩ 

島根県 津和野町 農事組合法人おくがの村 ⑮ 

岡山県 浅口市 丸本酒造 ⑯ 

広島県 庄原市 敷信自治振興区 ⑰ 

（９）定住者確保・人材育成 

島根県 江津市 ＮＰＯ法人結まーるプラス ① 

○
集
落
活
動
の
活
性
化
に
関
す
る
取
組
分
野 

島根県 邑南町 邑南町 ⑱ 

※ １．Ⅱ.1.(1)で収集・整理した先進取組事例から選抜した現地調査対象のうち「(財)鉄の歴史村等（雲南市吉 

田）」は日程調整がつかず対象から除外した。 

２．(8)の中山間地域等直接支払制度は各事例で複合的に取組まれていることから項目としては上げていない。 
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（２）「豊かなむらづくり表彰事業」受賞地区からの現地調査対象事例の選定 

「豊かなむらづくり表彰事業」受賞地区からは、天皇杯等を受賞し、長年活動を継続している

４地区を選定した。対象事例は図表Ⅱ-8の通り。 

 

図表Ⅱ-8 「豊かなむらづくり表彰事業」受賞地区からの先進取組事例 

事例番号 県名 市町村名 受賞年度・受賞区分 受賞地区・団体 

⑲ 鳥取県 北栄町 昭和56年度・内閣総理大臣賞 松神集落 

⑳ 島根県 益田市 昭和60年度・天皇杯 飯田集落 

○21  山口県 山口市 平成13年度・天皇杯 仁保地域開発協議会 

○22  徳島県 吉野川市 平成６年度・日本農林漁業振興会会長賞 森藤村づくり推進協議会 
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３．先進取組事例の現況に関する調査 

 

（１）調査実施概要 

収集・整理した先進取組事例のうち、「豊かなむらづくり表彰事業」受賞地区については、それ

ぞれの継続的な取組の中に成功要因等が多分に含まれる事例と考えられるため、アンケート調査に

より、取組の経緯や現況を整理するとともに、各事例の取組を成功に導く条件（要素）、あるいは

取組を継続させる条件や、現在直面する課題などを調査した。 

アンケート調査の実施状況は以下の通り。 

実施時期：平成21年１月28日～２月９日 

調査手法：郵送法（一部市町村担当課より手渡し） 

対 象 数：132地区 

回 収 数：84件 

回 収 率：63.2％  

 

図表Ⅱ－9 アンケート調査の発送・回収状況（県別） 

豊かなむらづくり表彰事業受賞地区  

発送数 回収数 回収率(%)

合 計 132 83 63.2

鳥取県 20 12 60.0

島根県 15 12 80.0

岡山県 22 12 54.5

広島県 14 9 64.3

山口県 14 9 64.3

徳島県 9 4 44.4

香川県 10 6 60.0

愛媛県 20 13 65.0

高知県 7 6 85.7
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 多様な年齢層
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（２）結果概要 

① 取組当初の中心人物の年齢層 

○取組当初の中心人物の年齢層をみると、50代（27団体）を中心に40代（24団体）、60代（22団

体）の年齢層が多くなっている。 

○また、30代以下が中心となった団体も６団体あった。 

 

図表Ⅱ－10 取組開始時の中心人物の年齢層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(回答団体総数：80) 

※ 「多様な年齢層」とは、リーダーが複数であり、年代も様々だった団体。 

※ 
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② 取組当初の参加人数 

○取組当初の参加人数は、50人未満の団体が多くなっている。一方、取組当初から集落や小学校

区等の地域単位の取組としてスタートした事例もあるため、500人以上の比較的大規模な団体

もあり、一部には、旧村単位で全住民3,000人以上の規模で取組を開始したところもあった。 

 

図表Ⅱ－11 取組当初の参加人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(回答団体総数：76) 
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 ほ場整備など農業基盤の整備

過疎化

 行政の施策（中山間地域等直接支払制度など）

 新たなビジネスへの挑戦

 災害・事故等の発生

 その他
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③ 取組のきっかけ 

○取組のきっかけは、「ほ場整備など農業基盤の整備」が38団体、、「過疎化」が30団体、「行政の

施策（中山間地域等直接支払制度や農地・水・環境保全向上対策など」が29団体で多くなって

いる。 

○その他のきっかけとしては、小中学校や公民館等の統廃合の動きに合わせた取組などがあった。 

 

図表Ⅱ－12 取組のきっかけ（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(回答団体総数：80) 

 

 

 

○具体的な取組のきっかけ 

・農業基盤整備を契機に、農業生産物の加工、生産の効率化など整備効果を高め、農業所

得の向上につなげる活動に取組んだ事例 

・行政によりモデル事業等に採択された場合や、集落営農の導入を行政等から働きかけら

れた事例 

・消費者交流を通じて、産品の品質をよく知ってもらうなどの地域農業の新たな展開に挑

戦するために始められた事例  など 
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 地域農業の活性化
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④ 取組当初の主な目的・内容 

○取組当初の主な目的・内容としては、「地域農業の活性化」が58団体、「集落の維持」が49団体

で多くなっている。このほか「自然環境の保全」（31団体）や「整備された基盤の有効活用」

（30団体）などでも30を超える団体が取組んでいる。 

 

図表Ⅱ－13 取組当初の主な目的・内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(回答団体総数：80) 

 

○具体的な取組当初の主な目的・内容 

・山林保全のための竹炭事業や県事業による都市農村交流施設整備および市民農園などの

設置 

・農業の６次産業化※のための研修、交流促進のイベント開催 など 

 

 ※ 第１次産業としての農業において、第２次産業の加工、第３次産業の流通・サービス等に取組むことで付加価

値を高める取組。第１次産業の１と第２次産業の２、第３次産業の３を足し算または掛け算することで「６」に

なることから作られた造語。 
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⑤ 現在の取組状況（取組当初からの変化） 

○現在の取組状況について、取組当初からの変化をみると、「開始当初と同様の取組を継続して

取組んでいる」が31団体、「当初の取組内容に新たな取組も加えて取組んでいる」が32団体で、

ほぼ同じであった。一方、「開始当初とは異なる取組内容に転換している」のは11団体と少な

い。 

 

図表Ⅱ－14 現在の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(回答団体総数：74) 
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 行政の施策（中山間地域等直接支払制度など）

 過疎化の進行

 住民ニーズの変化等

 地域の産品を使った新たなビジネスへの挑戦

 各種基盤の老朽化

 その他
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 行政の施策（中山間地域等直接支払制度など）

 地域の産品を使った新たなビジネスへの挑戦

 住民ニーズの変化等

 過疎化の進展

 各種基盤の老朽化

 その他
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⑥ 取組内容の変化のきっかけ 

○現在の取組が取組開始当初と異なると回答した事例について、その変化のきっかけをみると、

中山間地域等直接支払制度などの新たな「行政の施策」が22団体と最も多くなっているほかや、

「過疎化の進行」が17団体、「住民ニーズの変化等」が14団体と比較的多くなっている。 

 

図表Ⅱ－15 取組内容の変化のきっかけ（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(回答団体総数：43) 

 

○当初の取組からの変化のうち、新たな取組も加えて取組んでいる事例では、「行政の施策」を

きっかけとしているものが20団体で非常に多くなっているほか、農業者の視点だけの農業から

消費者の視点を重視した農業を模索するなどの「地域の産品を使った新たなビジネスへの挑

戦」（８団体）や環境意識の向上など「住民ニーズの変化等」（８団体）をきっかけとする変化

が生じている事例もみられる。 

 

図表Ⅱ－16 現在の取組状況別の取組内容の変化のきっかけ（複数回答） 

（開始当初の取組内容に新たな取組も加えて取組んでいる団体の変化のきっかけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(回答団体総数：32) 
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○なお、取組内容を異なるものに転換して取組んでいる事例では、「過疎化の進行」がきっかけ

としている団体が８団体と非常に多くなっている。 

○具体的な意見では、中心メンバーの高齢化やリーダーの後継者が育っていないなどの事情によ

り取組が縮小しているとする事例がみられた。 

 

図表Ⅱ－17 現在の取組状況別の取組内容の変化のきっかけ（複数回答） 

（開始当初とは異なる取組内容に転換している団体の変化のきっかけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(回答団体総数：９) 

 

 

○具体的な取組変化のきっかけ 

・中山間地域等直接支払制度の活用に伴い新たな事業展開に取組む事例 

・近年進められてきた市町村合併などの影響を受けた地域環境の変化による事例 

・過疎化・高齢化による担い手不足から住民負担を軽減するため機械の共同利用から作業受託･委

託に変化した事例 

・農事実行組合で発足した取組を自治会と一体的に実施し始めた事例 

・社会環境変化に伴い、生産者サイドの視点による事業から消費者重視の事業に転換している事例

など
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⑦ 変化後の取組内容 

○変化後の取組内容としては、「地域農業の活性化」や「集落の維持」、「自然環境の保全」など

の取組が多くなっている。なお、現在の取組状況が取組当初とは異なる取組に転換している事

例では「集落の維持」に変化している事例が多くなっている。 

○その他では兼業農家ニーズに合った作業委託や国際交流活動への発展（韓国など外国人農業者

のホームステイ・JICA外国農業技術者研修制度）などがあった。 

 

図表Ⅱ－18 変化後の取組内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答団体総数：47） 

 

○具体的な変化後の新たに取組内容 

・消費者の食の安全に対する意識の高まりにより、減農薬・減化学肥料の特別栽培農産物の栽培 

・生協組合員と消費者交流会等 

・時代変化に伴う自然環境保全に関する取組 など 
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⑧ 取組の成功要因・持続要因 

○取組の成功要因や持続可能性を高める要因としては、「取組参加者（住民）の協力」が突出し

ており、回答した団体（78団体）の約８割の63団体が成功要因・持続要因として回答しており、

重要な要因となっていることが分かる。 

○また、「強力なリーダーの存在」や「行政による支援」なども比較的多くなっている。 

 

図表Ⅱ－19 取組の成功要因・持続要因（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答団体総数：78） 

 

○具体的な成功要因 

・地域への愛着心、活動を義務付けないこと、全住民が主体、住民が楽しむことといった

住民の参画意識の強さが成功につながった事例 

・リーダーが熱心に取組んでいるなど、強力なリーダーの存在が成功につながった事例 

・行政の支援とそれを受けてのリーダーのとりまとめ、地域関係者の理解と協力が複合的

に機能することで成功につながった事例 

・安定的な収益を上げることのできる事業者、事業運営を円滑に行える組織があることで

成功につながった事例 など 
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⑨ 現在直面している課題 

○現在直面している課題では、「過疎化による担い手不足」が突出しており、回答した団体（77

団体）の約６割を占める45団体が回答している。 

○そのほか、「社会・経済情勢の変化」や「施設・設備の更新・投資」、「活動資金・事業資金の

確保」なども多くなっている。 

○具体的な意見では、地域リーダーの高齢化とそれを継承する人材不足や農業後継者不足および

農業離れへの危惧などが回答されているが、転入者など外部人材の受け入れについては排他的

だといった意見もあった。また、転入希望者はあるが、受け入れ先となる住宅が不足している

といった受け入れ態勢の問題も指摘されている。 

○なお、その他の意見として、農家の後継者がサラリーマンとなることが多く、人材不足に陥っ

ているといった意見もあった。 

○また、各事業の取組を支える資金面での問題も大きくなっており、中山間地域等直接支払制度、

農地･水･環境保全向上対策などの補助金に依存する部分が大きいという意見があった。一方で、

ほ場整備で実施した水路などの修繕資金の捻出に悩んでいるといった施設・設備などの更新投

資も含めた事業継続における資金的な課題も懸念されている。 

 

図表Ⅱ－20 直面する課題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答団体総数：77） 
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４．現地調査による先進取組事例の実態把握 

 

（１）現地調査の目的 

Ⅱ.1.(1)で収集・整理した先進取組事例や「豊かなむらづくり表彰事業」受賞地区から選定した

優良事例について、現地において取組主体や関係団体に対し、取組内容や経緯等を詳細にヒアリン

グ調査し、実態把握を行った。 

この調査を通じて、それぞれの取組が持つ成功要因・取組の継続要因や課題などを整理し、中国

圏において同様の取組を実施する際に参考となる方策等を検討した。 

 

（２）現地調査実施における把握ポイント 

ヒアリング調査を実施する際は、それぞれの取組の成功要因を把握していくことが重要と考えら

れる。 

ここでは、成功を構成する要素として以下の５つの項目を想定し、調査において把握すべきポイ

ントとした。 

なお、各要素は、取組の実施主体の内的要素と外的要素の２つに分けて整理することで、取組の

外部とのネットワーク性、波及性などを把握し、取組単体の成功要因にとどまらず地域活性化に広

く汎用できる成功要因の把握を心がけた。 

 

図表Ⅱ-21 取組の成功要因（仮説） 

取組の成功を支える要素の区分 
要素 

内的要素 外的要素 

①人材・地域住民 
・取組をリードする人材 

・取組を支える担い手 
・外部との人的なネットワーク 

②空間・施設 

・実施主体メンバーが集まれる場

や空間 

・事業展開を可能とする施設 

・観光客等の外部との交流の場・

施設 

③経済基盤・経済循環
・事業資金 

・運転資金 

・取組を支える地域の経済基盤 

・取組を支える地域経済循環 

④情報発信・共有 ・実施主体内での情報共有 ・対外的な情報発信機能（手段） 

⑤仕組み・システム 
・実施主体内での合意形成手法 

・実施主体の運営規範、ルール 

・取組に対する周囲の支援の仕組

み・システム等 
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（３）現地調査の実施状況 

Ⅱ.1.(1)で収集・整理した先進取組事例から選抜した18地区21事例と「豊かなむらづくり表彰事

業」受賞地区から選定した４地区について、図表Ⅱ-22の日程で現地調査を実施した。 

 

図表Ⅱ-22 現地調査日程 

 

【Ⅱ.1.(1)で収集・整理した先進取組事例から選抜した現地調査対象】 

県 市町村 実施主体 事例番号 訪問日 

岡山県 岡山市 （有）漂流岡山 ⑧ 1 月 22 日

広島県 庄原市 木屋自治振興区・ハイヅカ湖歓交協会 ⑫ 1 月 23 日

岡山県 美作市 ＪＡ勝英 ④ 1 月 27 日

広島県 庄原市 敷信自治振興区 ⑰ 1 月 29 日

島根県 津和野町 農事組合法人おくがの村 ⑮ 1 月 30 日

島根県 益田市 ＪＡ西いわみ ② 1 月 30 日

岡山県 新庄村 新庄村・（株）メルヘン・プラザほか ⑪ 2 月 2 日

山口県 山口市 （株）秋川牧園 ⑤ 2 月 4 日

島根県 江津市 (有)桜江町桑茶生産組合 ① 2 月 5 日

島根県 江津市 桜江オーガニックファーム ① 2 月 5 日

島根県 江津市 ＮＰＯ法人結まーるプラス ① 2 月 5 日

広島県 三次市 （株）君田トエンティワン ⑥ 2 月 6 日

岡山県 浅口市 丸本酒造(株) ⑯ 2 月 9 日

島根県 邑南町 邑南町 ⑱ 2 月 9 日

山口県 岩国市 府谷グリーンピア山里会(グリーンピアやまざと) ⑦ 2 月 10 日

鳥取県 智頭町 ＮＰＯ法人新田むらづくり運営委員会 ⑩ 2 月 12 日

鳥取県 智頭町 智頭町 ⑩ 2 月 12 日

岡山県 美咲町 境地区農業生産者組合（境地区協議会） ⑬ 2 月 13 日

鳥取県 鳥取市 ＮＰＯ法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会 ⑨ 2 月 18 日

岡山県 笠岡市 ＮＰＯ法人かさおか島づくり海社 ③ 2 月 19 日

広島県 安芸高田市 川根振興協議会 ⑭ 3 月 4 日

【「豊かなむらづくり表彰事業」受賞地区から選定した現地調査対象】 

県名 市町村名 受賞年度・受賞区分 受賞地区・団体 事例番号 訪問日 

島根県 益田市 昭和60年度・天皇杯 飯田集落 ⑳ 1月16日

山口県 山口市 平成13年度・天皇杯 仁保地域開発協議会 ○21  1月29日

鳥取県 北栄町 昭和56年度・内閣総理大臣賞 松神集落 ⑲ 2月2日

徳島県 吉野川市 平成６年度・日本農林漁業振興会会長賞 森藤村づくり推進協議会 ○22  2月10日

※Ⅱ.1.(1)で収集・整理した先進取組事例から選抜した現地調査対象のうち「(財)鉄の歴史村等（雲南市吉田

町）」は日程調整がつかず対象から除外した。 
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（４）現地調査結果 

現地調査の結果の概要は以下の通り。（詳細は資料編を参照） 

 

１）農林水産業の再生・強化に関する取組分野の現地調査対象 

 ① ブランド化・高付加価値化の推進 

【事例①】 桜江オーガニックファーム（(有)反田組農業部） 

所在市町村 島根県江津市 

取組の内容 ・Ｈ16年に建設業を営む(有)反田組の農業部として設立。農業部部長の反田孝之氏を

中心に計16haの農地を耕作 

・有機農業にこだわり、有機ＪＡＳ認証も取得し、米や大豆、特産のゴボウなどの生

産、販売を行う 

・異常気象を想定した農業技術の確立や、独自の除草法、農機具開発なども行う 

・有機農業をしたいという夢を持ったＵＪＩターン者や農業体験希望者も受け入れて

いる 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・旧桜江町産業課の釜瀬 隆司氏（現江津市建設経済部長）からの誘いで有機農業

を手掛ける反田孝之氏がＵターン 

・桜江町内の他の取組（ＮＰＯ法人結まーるプラスなど）とも連携 

（空間・施設） 

・桜江町の課題となっていた耕作放棄地10haを解消 

（経済基盤・経済循環、仕組み・システム） 

・地域の自然環境、河川・海洋環境に配慮した有機農法に取組でおり、高級スーパ

ー等のバイヤーからもその取組を評価され、取引がある 

 

【事例①】 (有)桜江町桑茶生産組合 

所在市町村 島根県江津市 

取組の内容 ・Ｉターンで桜江町に移住した古野氏が行政（旧桜江町）の農業の将来像を検討する

会議に外部コメンテータとして参画したことをきっかけに、桑を利用する農業生産

法人として有限会社を設立、地域の桑畑の再生にも寄与（Ｈ10年設立、Ｈ12年有限

会社化） 

・桑の葉を中心に、有機原料にこだわった物を栽培、加工（有機ＪＡＳ認証を取得）

健康維持、管理、「美味しさ、安心、生きがい」を追求した食品づくりを展開。 

・毎年、５月末に有機桑園での桑の実狩りツアーを行って消費者と交流したり、産業

体験で雇用したりと地域密着型企業となっている 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・ベンチャー企業設立、企業経営の経験を持つ古野社長 

・旧桜江町産業課の釜瀬 隆司氏（現江津市建設経済部長）からの誘いで地域農業の

課題解決、産業振興検討する場に古野氏が参加 

（空間・施設） 

・遊休化した桑畑を周辺も含め 100ha 以上解消 

（経済基盤・経済循環） 

・Ｈ10 年の 400 万円の売り上げからＨ20 年はグループ３社で 3.1 億円 

・桜江町と隣接地域で50名以上を雇用 

（仕組み・システム） 

・耕作放棄地を解消すると共に、生産、加工、流通を行う６次産業化を実現 

・グループ会社のほか、周辺地域で10数社の生産法人に桑の栽培を委託 
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【事例②】 ＪＡ西いわみ 

所在市町村 島根県益田市 

取組の内容 ・環境にやさしい農業への取組を進め、その認定を受けた「エコファーマー（島根県

推奨制度）」による農薬や化学肥料の使用量を抑えた栽培、管理記帳の実践などに

より、安心できる米づくり（特別栽培米）を実施 

・島根県から輸出農産物の選定で「西いわみヘルシー元氣米」が選ばれ、Ｈ15年より

台湾へ輸出開始 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（経済基盤・経済循環） 

・島根県エコロジー農産物として高付加価値化 

・台湾への輸出により新たな販路拡大を目指す 

（仕組み・システム） 

・島根県商工労働部からの働きかけにより台湾市場への進出 

・米の高付加価値化を目指し島根県推奨制度のエコファーマーによるエコロジー農

産品として「ヘルシー元氣米」の産地化 

 

【事例③】 ＮＰＯ法人かさおか島づくり海社 

所在市町村 岡山県笠岡市 

取組の内容 ・笠岡諸島地域において、Ｈ14年に島民による任意団体「電脳笠岡ふるさと島づくり

海社」結成 

・Ｈ18年に特定非営利活動法人かさおか島づくり海社設立 

・空き家対策事業や、観光と島の食サービス向上を目的に作り上げた「しまべん」な

ど、これまで様々な活動を通して笠岡諸島の島おこしに取組む 

・Ｈ19年に笠岡市中心部に特産品販売などを行うアンテナショップ「ゆめポート」を

開設 

・また、介護・福祉分野でも、過疎地有償運送事業（タクシー事業）や通所介護事業

所海社デイサービス「ほほえみ」の運営等多角的な事業展開を行っている 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・笠岡市の市長特命組織として派遣された島おこし海援隊 

・島づくり活動通じて、Ｉターン住民が増加 

・川崎医療福祉大学や岡山商科大学との連携 

（経済基盤・経済循環） 

・空き家対策事業、しまべん事業、医療・福祉分野での取組、廃校活用など 

（仕組み・システム） 

・笠岡諸島の地域づくりをサポートする組織として、本来行政が担う部分も対応 

・行政（笠岡市）と連携した事業展開 
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【事例④】 ＪＡ勝英 

所在市町村 岡山県美作市 

取組の内容 ・ＪＡ勝英を中心に栽培される丹波種黒豆は、全国有数の生産量を誇り、勝英地域で

採れる大粒の黒大豆を「作州黒」と名付けてブランド化を図る 

・ＪＡ勝英では、「作州黒」の普及に力を入れており、作州黒を使ったお茶や枝豆な

ど、バリエーション豊かに展開し、黒豆の魅力を全国にアピール  

・岡山県の「観光・岡山ブランド選定品目」に選定 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・ＪＡ主導のもと、兼業農家、普及指導センターの連携で産地化 

（空間・施設） 

・乾燥・調製、整粒等の機械設備の導入によって黒豆の品質・規格を統一 

・生産機械の開発を農機具メーカーと連携して開発 

（経済基盤・経済循環） 

・丹波種黒豆の生産全国一の岡山県で勝英地域が生産の中心 

・加工品であるお茶も収益の柱に育っている（加工は域外企業に委託） 

（仕組み・システム） 

・労働支援としてＪＡが収穫後作業を受託 

 

② 組織化・法人化、担い手の確保 

【事例⑤】 株式会社秋川牧園 

所在市町村 山口県山口市 

取組の内容 ・Ｓ47年に養鶏業からスタート。株主でもある生産農家と本社がそれぞれ得意な分野

を担当するネットワーク型組織を形成して成長 

・Ｈ９年には酪農・養鶏・農業分野では日本発の店頭登録、Ｈ16年にはＪＡＳＤＡＱ

上場 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・経営ノウハウと、採卵鶏品種改良技術を併せ持つ秋川会長 

・生産者と消費者の「信頼（安全・安心）」を基礎とした連携・ネットワークの形

成 

（空間・施設） 

・農場・専用加工場（本部所在地のほか下関・美祢・萩・周南）のほか、生産者ネ

ットワークを形成する協力法人・農家は県内を中心に県外にも広がる 

（経済基盤・経済循環） 

・農業分野で全国初の株式上場 

・安全・安心（無農薬肥料・脱抗生物質）の高品質を志向 

・「食の安全・安心」への意識の高い消費者（生協等）とのネットワーク 

（仕組み・システム） 

・株式会社を手段に、「生産者・職員全員参加型経営」と「家族経営を基礎とする

ネットワーク型生産体制」を構築 

・社員の意見を取り入れることのできる様々な経営参加運営組織を設置 
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③ 都市農村交流 

【事例⑥】 (株)君田トエンティワン 

所在市町村 広島県三次市 

取組の内容 ・住民の出資を受けた第三セクター企業であり、三次市君田地区の道の駅・温泉施設

の運営（Ｈ９年オープン） 

・宿泊、飲食、物販などの事業を展開し、地域資源の活用により、温泉、直販市など

が人気を集めている 

・温泉も湯質の評価が高く、リピーターが多い 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・市町村合併を機に旧君田村役場を退職し施設経営者となった古川支配人（Ⅰター

ン） 

・古川氏の指導により高齢者も含めた高い接客技術を持った人材を育成 

（空間・施設） 

・温泉施設、飲食・直販施設、宿泊施設を併せ持つ道の駅で集客力を高める（「は

らみちを美術館」も隣接） 

（仕組み・システム） 

・旧君田村住民の出資により設立（第３セクター） 

・観光協会、イベント（ひまわり祭り）、森林環境インストラクター協会など地域

の各種団体の事務局を併設 

 

【事例⑦】 府谷グリーンピア山里会（グリーンピアやまざと） 

所在市町村 山口県岩国市 

取組の内容 ・Ｓ53年から「ほたる祭り」を開始し、年を追うごとに都市農村交流や地域づくりへ

の気運が醸成される 

・Ｈ５年に「府谷グリーン山里会」が３自治会全員の参加で結成され、「住民みなで

自ら考え、自ら道を拓く」活動を始める 

・Ｈ６～７年度の町によるグリーン・ツーリズムモデル整備構想策定にあたり住民ア

ンケート等の結果「体験農園施設」の整備が要望としてあがったことから、Ｈ12年

度に体験農園施設「府谷ほたる村・グリーンピアやまざと」の整備が行われた 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・地区が主体的に取組むための基盤としての「府谷グリーン山里会」 

・地域住民のそれぞれの得意分野で受け入れた都市住民をサポート 

・個々の得意分野の知識を地域住民に提供する「グリーンピアやまざと」入居者 

（空間・施設） 

・コテージ付き農園「グリーンピアやまざと」の運営 

（経済基盤・経済循環） 

・施設使用料、市からの運営管理委託費を組織の活動資金として活用 

・農作業受託、豆腐加工所運営などの事業も展開 

（仕組み・システム） 

・取組を長続きさせるため、度々集まって話し合うことを重視。事業実施までに十

分な議論を重ねる 
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④ 農商工連携の活用 

【事例⑧】 (有)漂流岡山 

所在市町村 岡山県岡山市 

取組の内容 ・商工会連合会における創業塾で起業家養成等の研修を受け、Ｈ13年に岡山県産の農

産物販売促進を目的として（有）漂流岡山を設立 

・インターネットで県産果物のこだわり等を詳細に紹介。関東圏を中心にプレミア価

格で販売 

・（有）漂流岡山が事務局となり、Ｈ16年に任意団体「地産地消ギルド岡山」を設立。

加工品開発やマスコミ等をゲストに迎えたほ場見学、勉強会を実施。活動の結果、

地元のスーパーマーケットで直販コーナーを開設 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・農産品の卸売業のエキスパートとして消費者ニーズと高付加価値農業を行う生産

者を結び付ける阿部社長 

（経済基盤・経済循環） 

・１円でも高く売り、生産者に還元することで農業経営者を支援 

（仕組み・システム） 

・高品質・安全・安心な農産品をインターネット直販、地元スーパーで販売 

・高品質の商品を“適熟”状態で消費者に届けることで、高価でも売れる販売ネッ

トワークを構築 

・意欲的な若手農業経営者、流通、加工、デザインなどの連携体「地産地消ギルド

岡山」を組織化 
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２）集落活動の活性化に関する取組分野の現地調査対象 

⑤ 景観の維持、伝統文化等の継承活動 

【事例⑨】ＮＰＯ法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会 

所在市町村 鳥取県鳥取市 

取組の内容 ・空き家となっていた伝統的建物を活動拠点｢鹿野ゆめ本陣｣として整備し（Ｈ14年オ

ープン）、藍染め体験、そばアイスの製造などを実施 

・また、食事処｢夢こみち｣をＨ15年にオープン。地域の産物を食材に、鹿野の伝統工

芸品すげ笠を器に用いた｢すげ笠弁当｣が好評 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・地元有志によるボランティア活動からＮＰＯ法人化 

（空間・施設） 

・街並みの中の空き家を利用した店舗を地元有志（案内所・土産物屋）、女性グルー

プ（飲食店）が運営 

（経済基盤・経済循環） 

・飲食店では地元農産品を活かした食事処を運営 

 

【事例⑩】ＮＰＯ法人新田むらづくり運営委員会 

所在市町村 鳥取県八頭郡智頭町 

取組の内容 ・古くから都市農村交流として大阪府大阪いずみ市民生協との定期的な交流を継続 

・自治活動の継続性を高めるため、地縁的自治組織を全国で初めてＮＰＯ法人化（Ｈ

12年） 

・住民相互の交流・学習機会の確保のため新田カルチャー講座を月１回開催。会長自

らが著名な講師を訪ねて講演を依頼する方法で幅広い人脈を形成 

・幕末からつづく新田人形浄瑠璃を伝承 

・「新田人形浄瑠璃の館」と「清流の里 新田」の２つの館を建設。人形浄瑠璃で使

用する人形や幕などの小道具等を展示するとともに、村の祭りなどのイベント時に

は和室部分を利用して人形浄瑠璃を披露 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・外部との交流を自ら作り出す行動力のある岡田会長 

・大阪府大阪いずみ市民生協との交流 

（経済基盤・経済循環） 

・智頭町の日本１／０（ゼロイチ）村おこし運動補助金（10年間で総額300万円の

補助）を活用 

・年間5,000円を全戸から徴収 

（情報発信・共有） 

・新田カルチャー講座（月１回）開催時に、全戸参加し住民間交流を充実 

（仕組み・システム） 

・全国で最初の集落振興協議会がＮＰＯ法人化（Ｈ12 年 12 月） 
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【事例⑪】 新庄村、ヒメノモチ生産組合、（株）メルヘン・プラザ 

所在市町村 岡山県真庭郡新庄村 

取組の内容 ・メルヘンの里というキャッチフレーズのもと、個性豊かで活力に満ちた自主自立の

村の実現を目指しており、源流の里としての自然保護や環境保全型農業を推進 

・ヒメノモチ等特産品の開発などを取組むほか、出雲街道新庄宿の景観の保存とがい

せん桜の保護など多様な活動を展開 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・新庄村主導による取組 

・消費者となる「特別村民」 

（空間・施設） 

・新庄村の水田面積 180ha のうち 60ha でヒメノモチを生産 

・独自に整備した３カ所の特産品加工場 

（仕組み・システム） 

・新庄村役場を中心に、ヒメノモチ生産組合、㈱メルヘン・プラザ（第３セクタ

ー、96％村出資）、多様な特産品加工グループの連携・ネットワーク型の取組 

・村民誰もが簡単に特産品加工場を利用できるシステム（低廉な基本料金、光熱費

で全村民に開放） 

 

【事例⑫】 木屋自治振興区・笑湖ハイヅカ歓交協会 

所在市町村 広島県庄原市 

取組の内容 ・「過疎を逆手に取る会」の活動などにより外部ネットワークを構築してきた地域づ

くりリーダーが、地元の福祉法人やＩターン者など多様な主体との連携を図りつ

つ、地元に建設されたダムを活かした新たな観光振興、集落自治・活性化活動を展

開 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・行動力・企画力を持ち、域外有識者、実践者との人脈を持つ和田区長 

・過疎を逆手に取る会等で形成されたむらおこし、町おこし関係者との人脈による動

員力・集客力 

（経済基盤・経済循環） 

・「半農半Ｘ（安全な食べ物を確保しながら、やりたいことをやって心豊かな生活が

したい）」という生活様式の実現を目指す 

（空間・施設） 

・交流拠点となる木屋癒香の杜、木屋の木屋で各種イベントを開催 

・「鍵のかかっていない地域の人が自由に立ち寄れる場」の確保 

（仕組み・システム） 

・自治振興区活動をベースとしながら、担い手不足を外部の「志援者（ボランティ

ア）」で賄いながら多様な企画を実行 
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⑥ 農地・水・環境保全向上対策の活用 

【事例⑬】 境地区農業生産者組合（境地区協議会） 

所在市町村 岡山県久米郡美咲町 

取組の内容 ・Ｈ14年からそばづくりに取組むこととなり、地域一体の活動となった 

・その後、地区内に棚田のそば屋「紅そば亭」が開店し、赤そばで景観形成に取組む

・新聞・テレビ等で紹介され、来訪者も増加。特に赤そばの花のシーズンには多くの

写真愛好家が訪れるようになり、活動する住民の励みになっている 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・中山間地域等直接支払制度の集落協定で設立された生産組合が、事業の実施主体

（空間・施設） 

・地区で生産されたそばを提供する「紅
あか

そば亭」 

・赤そばや白そばの花も新たな景観形成に寄与しており、メディアに取り上げられ

ることも多い 

（経済基盤・経済循環） 

・中山間地域等直接支払制度の交付金の一部を紅そば亭の運転資金やそば生産の機

械購入に充てて事業基盤を整備 

・地域住民の雇用や原料となる地元産そばを店で仕入れることで、店舗経営による

収益が現金収入として地域に入るため、経済波及効果が生まれる 

 

【事例⑭】 川根振興協議会 

所在市町村 広島県安芸高田市 

取組の内容 ・Ｓ47年の大水害を機に地域自治組織を結成 

・Ｈ４年、中学校が廃校になることを機に、学校とは違った文化を地域に創出しよう

と、地域全体を「川根自然生態博物館・川根エコミュージアム」として捉え、拠点

となる研修宿泊交流施設を整備 

・「川根地域づくり大学」や「ほたるまつり」などのイベントを毎月開催 

・地域の素材を使った料理開発を行う女性グループ、河川の土手に咲くラベンダーを

使った香りグッズを制作する女性グループ「ふぁみりーねこの手」、農業者グルー

プが作る「柚子ジュース」の開発など、コミュニティ・ビジネスも盛ん 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・時代変化に対応した多様な地域自治活動を推進する辻駒会長 

・住民に浸透した活動への参画意識の高さ（30 年以上の実績） 

・外部からの視察・研修に訪れる人多数 

（空間・施設） 

・エコミュージアム川根：廃校になった中学校を再生した宿泊研修施設 

（経済基盤・経済循環） 

・ユズ加工施設、廃校を利用した宿泊研修施設、農業集団、ラベンダー商品の製

作・販売グループなどにおいて収益事業を展開 

・ＪＡの統廃合により廃止された商店、ガソリンスタンドを住民出資で委託運営 

（仕組み・システム） 

・「小さな役場」や「小さな自治」と呼ばれる暮らし全般をカバーする組織 
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⑦ 地域による自立的な農地・山林等の管理・活用 

【事例⑩】 智頭町・日本１／０村おこし運動による町づくり 

所在市町村 鳥取県八頭郡智頭町 

取組の内容 ・Ｈ９年より、町内の集落活性化策として地域の活動に対し、10年間継続して補助を

実施 

・各地域がテーマに基づいて自然、歴史、文化等の資源を活かしながら交流事業や地

域経営事業を展開 

・新田集落：人形浄瑠璃・新田カルチャー講座、芦津集落：麒麟獅子舞・植生浄化実

験、早野集落：染物教室・味噌と豆腐加工品作り、早瀬集落：竹炭・花いっぱい運

動 など 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（経済基盤・経済循環） 

・地域活動の呼び水となる日本１／０（ゼロイチ）村おこし運動補助金（10年間で

総額300万円の補助、Ｈ９年から開始） 

・集落が協議会を設立し、年間5,000円を全戸から徴収することを条件に補助 

（仕組み・システム） 

・集落振興協議会の設立を条件とすることで地域の持続性、活性化につながる活動

を引き出す事業 

 

【事例⑮】 農事組合法人おくがの村 

所在市町村 島根県鹿足郡津和野町 

取組の内容 ・集落に小さな農協をつくるという発想でＳ62年に法人を設立。 

・事業内容は、主に集落内水田の機械作業の受託と、農業者年金制度の経営移譲の受

け皿となるための農業経営 

・機械等の作業は法人で請け負い、水管理等は高齢者にも任せることで、元気老人を

つくるピンピンコロリ（ＰＰＫ）のむらづくりを進める 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・地域農業、地域経営を担う糸賀氏 

・Ｉターンが３世帯 

・国・県の行政職員、農業、農村関連の学識経験者などとの人脈 

（空間・施設） 

・農事組合法人おくがの村の事務所が住民の集まる拠点（地域のお寺的存在） 

（仕組み・システム） 

・中山間地域に適した農業法人の運営形態を確立 

・作業受委託を行っても、高齢者に農作業における役割を与え、仕事を通じた健康

増進を図るＰＰＫ（ピンピンコロリ）を実践 

 

 



 

－34－ 

 

【事例⑯】 丸本酒造株式会社 

所在市町村 岡山県浅口市 

取組の内容 ・高齢化等で耕作放棄地が増加する中、地元・丸本酒造が農業参入を企画 

・Ｈ15年に特区制度を活用し、酒米の山田錦の栽培を2.76haで開始 

・取組当初は、担当者が管理転作をしている人に直接交渉し参入田を確保 

・現在は丸本酒造が山田錦を作付けしている様子を見て、申し出があり経営面積が増

加 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・「農産酒蔵」を目指す六代目当主・丸本氏 

・杜氏をはじめとする蔵人の期間雇い入れを、通年雇用の社員制に移行。酒づくり

の閑散期となる春～秋に酒米の栽培に従事 

（空間・施設） 

・近隣農家から特区制度（法改正後により特定法人貸付事業）により、自家栽培用

水田を借用 

（仕組み・システム） 

・酒造業の農業参入は、酒づくり閑散期に労働力を有効活用し、求める品質の原料

米を確保できる仕組み 

・オーガニックに敏感な欧米への日本酒輸出の拡大を狙って有機ＪＡＳ認証取得 

 

【事例⑰】 敷信自治振興区 

所在市町村 広島県庄原市 

取組の内容 ・市町村合併後に自治会が再編、統合されて設立された住民自治組織（Ｈ17年設立）

・地域資源を活用した特産品などの生産、販売をして地域運営の自立化を目指す 

・地域の出資により(株)敷信村農吉を設立し、公設民営となった地域の保育園を運営

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・11 自治会長から互選で選ばれた藤谷区長 

・公民館事務から継続して地域活動を運営する藤原事務局長 

（空間・施設） 

・旧公民館が自治振興センターとなり活動拠点となる 

（経済基盤・経済循環） 

・公設民営の保育園運営会社として、住民出資の(株)敷信村農吉を設立 

・自治会によっては営農集団等による収益事業を展開 

（情報発信・共有） 

・出身者をリストアップし、「敷信情報工房」を送付。帰省ＰＲコーナー等を掲載。

Ｕターン意向アンケートも実施 

（仕組み・システム） 

・自治機能、公民館機能、生涯学習機能、社会福祉協議会機能を併せ持った組織 
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⑧ 定住者確保・人材育成 

【事例①】 ＮＰＯ法人結まーるプラス 

所在市町村 島根県江津市 

取組の内容 ・地域のゼロをプラスにする「夢おこし」活動、マイナスに向かう流れをゼロに戻す

「町づくり」活動をＮＰＯとして実施（ＮＰＯ法人設立：Ｈ17年） 

・ＪＲ川戸駅を拠点に地域の窓口機能を担う 

・定住人口を増やすために他のグループや自治体と連携し、田舎暮らしに関心を持っ

た都市住民を対象に「田舎暮らしツアー」を開催。また、随時「定住相談」を受け

つけており、情報提供など様々な「定住支援事業」を実施 

・ＩＴを活用し、地域情報を積極的に発信 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・マーケティングプランナーである河部真弓理事長 

・マスコミ・広告活動の経験があり、ＰＲのプロである河部安男理事 

・地域課題への対応を支援する行政職員（釜瀬氏ほか）・住民 

（空間・施設） 

・ＪＲ川戸駅での「さくらえサロン」の運営 

（経済基盤・経済循環） 

・江津市「さくらえサロンインフォメーション事業」、ふるさと島根定住財「島根

暮らし体験」事業、江津市定住促進事業の一環で定住相談、空き家あっせん・紹

介事業などの収益事業を実施 

・石見問屋におけるコミュニティ・ビジネス開発 

（情報発信・共有） 

・多様な活動を支える要素としてＩＴの活用、情報発信が取組の柱 

（仕組み・システム） 

・活動を「攻め」と「守り」に分け、「攻め」は石見地域、「守り」は桜江町を対象

に実施。これらをＩＴ活用により効果的に実施 

・地域でだれもやっていない領域をＮＰＯとしてやるべき取組として実践 

 

【事例⑱】 邑南町・研修制度 

所在市町村 島根県邑智郡邑南町 

取組の内容 ・リフレッシュ空間「香木の森公園」を整備（Ｈ元年オープン） 

・農村での生活経験のない都会の女性に農業体験やハーブ研修等を行う事業を実施 

・研修を終了した人の中には結婚や就農等で地域に定着している 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・邑南町主導による事業 

・独身女性を中心とした研修生及び研修の終了生 

（空間・施設） 

・ハーブをテーマとした「香木の森公園」での研修 

（経済基盤・経済循環） 

・香木の森の研修生制度／運営スタッフとして、島根県の補助金を提供 

（仕組み・システム） 

・一部に研修期間終了後、就職、結婚、Ｉターンで地域の定住につながるケース有

り 
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３）「豊かなむらづくり表彰事業」受賞地区から選定した現地調査対象 

【事例⑲】 松神集落 

所在市町村 鳥取県東伯郡北栄町 

取組の内容 ・日本海に面した砂丘地であり、田、畑、漁場が揃った集落 

・砂丘地のらっきょ、ながいも等の畑地中心の地域。かんがい事業を機に、農業基盤

整備が進み、農業収入の拡大を実現 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

 ・水田生産組合のオペレーター（兼業40～50代を中心に12名） 

 ・Ｓ30年代、砂丘地での農業生産技術の支援で鳥取大学の研究者と連携 

（空間・施設） 

 ・国・県による農業基盤整備の事業により農業生産が効率化 

（仕組み・システム） 

 ・自治会内に青年団、体育部、女性部、老人会など各種団体が継続的に活動 

 

【事例⑳】 飯田集落 

所在市町村 島根県益田市 

取組の内容 ・高津川河口の中洲にある集落でかつては多くの水害に襲われ、厳しい環境にあった

・河川改修に合わせ、かんがい事業が進められ、農業基盤が整備されたことで、地域

農業の展望が開け、住民自らの研究によりメロンのハウス栽培を開始、島根県一の

産地へ発展。若手後継者も多く存在 

・施設栽培特有のハウス病対策として健康づくりの運動も進める 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・Ｓ40 年代に地域に適した農作物の検討、栽培技術の開発を進めた渡辺氏 

・農業の若手後継者も多い 

・自治会活動、神社における神楽同好会等の活動が盛ん 

・メロン栽培開始当初、外部の研究者等と連携し、栽培技術の確立 

（空間・施設） 

・河川改修、農業基盤整備に伴う高付加価値農業の展開としてビニールハウスによ

る農作物を栽培 

（経済基盤・経済循環） 

・特産アムスメロン等により、農業収入を向上 

・生産者が一体となって取組み、ＪＡによる共販体制を確立 

（仕組み・システム） 

・「飯田そ菜研究会」による住民自ら技術開発を取組む 
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【事例○21】 仁保地域開発協議会 

所在市町村 山口県山口市 

取組の内容 ・Ｓ45年に地域社会の活力がなくなるとの危機感から、自治会を中心に地域全体の組

織を網羅した「仁保地域開発協議会」を設立 

・山口大学の協力を得て「地域開発の基本計画」を策定。「近代的いなか社会の創造」

を目指す 

・生活環境の近代化として「不便なところから整備する」の考えの下、道路整備やほ

場整備事業等を順次全域に展開 

・Ｈ12年に自治会を中心に有限会社道の駅「仁保の郷」を設立し、道の駅を自主運

営。道の駅周辺にバス回転場、ＪＡ、郵便局、市役所仁保出張所、公民館、介護福

祉施設などが立地し、地域の生活拠点を形成 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・農業のリーダーとして地域経営に取組んできた山本会長（30 代で会長就任） 

・ＪＡを退職し駅長として道の駅を運営する古甲氏 

・地域活動に対する住民の理解が高い 

（空間・施設） 

・道の駅整備に伴い、周辺に公共交通の拠点、ＪＡ支店、郵便局、コミュニティセ

ンター、介護福祉施設が立地し、地域の拠点が形成される 

（経済基盤・経済循環） 

・協議会役員、ＪＡの出資により道の駅運営会社(有)仁保の郷を設立 

・「いろどり市」で地域農家栽培の野菜等を直販し現金収入を確保 

（仕組み・システム） 

・Ｓ45 年過疎対策として自治会が呼びかけ、ＪＡ・土地改良区等地域のすべての組

織が参画して開発協議会を設置 

・条件の厳しい地域から農業・社会基盤整備を進め住環境の改善を実現 

・基盤整備を促進するため、協議会が全世帯から用地収用に対する委任状をとり、

用地確保 

・ほ場整備後「一集落一農場」として集落営農組織「営農改善組合」を全域で設立

・自治会運行のスクールバスもあり 
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【事例○22】 森藤村づくり推進協議会 

所在市町村 徳島県吉野川市 

取組の内容 ・Ｓ40年代からの農業離れが進み、Ｓ50年代からはっさく栽培の収益性が低下したこ

とで、新たな方向性をＪＡ、農業普及員などと協議を重ね、Ｓ55年に地域の女性グ

ループ「オレンジ会」を設立。栽培技術等の研究を進める 

・Ｓ61年に行政（旧鴨島町）の働きかけにより、国の地域づくりの事業のモデル地区

となり、森藤村づくり推進協議会を設立 

・地域づくりのビジョン策定を岡山大学教授の指導を受けながら策定 

・地区内の民有地を借り上げ、「森藤ふれあいランド」を行政の支援を受けながら整

備し、住民により運営管理を実施 

・ふれあいランド周辺から湧きだす水が徳島県の名水に選ばれ、湧水を汲みに来る人

が非常に多くなっている 

取組の成功

ポイント

（要素） 

（人材・地域住民） 

・オレンジ会等女性グループでの活動を経て会長となった桑田トシ江氏 

・地域ビジョン策定時に岡山大学教授の指導を受ける 

・周辺地域から湧水利用者が訪れる 

（空間・施設） 

・民有地を借り上げて住民が自主管理する「森藤ふれあいランド」 

（経済基盤・経済循環） 

・各世帯から自治会費を徴収 

・森藤ふれあいランドの管理委託費（行政による補助） 

（仕組み・システム） 

・協議会の定例会を各自治会が持ち回りで幹事を務め、各地で開催することで、地

域全体の取組への参画意識を高める 

・定期的な外部の地域づくり団体との交流を行う研修事業を行う 
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Ⅲ 現地調査等の結果に基づく成功要因等の分析 

 

１．現地調査結果等からみた各事例の成功要因及び課題 

 

（１）取組を構成する要素の仮説 

現地調査においては、取組の成功を支える要素の仮説として①人材・地域住民、②空間・施設、

③経済基盤・経済循環、④情報発信・共有、⑤仕組み・システムの５つの要素で整理を行ったが、

ここでは、調査結果を踏まえ、それぞれの取組の中でみられた様々な要素の中から、取組に必要と

なる要素を整理するとともに、そこに必要となる成功の要因について新たな仮説設定を行った。 

先進取組事例の現況に関するアンケート調査や現地調査結果からみられた取組に共通する要素と

して、「きっかけ」は、それがあってはじめてスタートするものと考えられる。さらには、それぞ

れの取組には、タイプは様々であるが、取組を先導する「リーダー」が存在している。そして、

「住民」の理解や協力、さらに取組の実働を支える「サポーター」（地域住民も含む）があってそ

れぞれの取組が効果的に動いていくものと考えられる。 

「きっかけ」には、取組のリーダーが持つ、独自の考えから生まれる内発的取組と地域が直面す

る課題など、解決への対応を迫られて始められる外圧による取組等が考えられる。 

一方、中山間地域における活動においては、民間活力の脆弱性などもあり、行政を中心とした各

種団体・専門家等からの「支援・助成・助言」は、新たな取組を進める上で、重要な役割を担うも

のと考えられる。 

以上のような要素が組み合わさることにより、新たな取組が創出されるが、活動の継続性を確保

するためには、「活動資金」が必要となり、それを補うための何らかの「経済活動」が組み合わさ

ることにより、持続可能性を高めているものと考えられる。こうした活動の中には、「経営能力の

向上」によってその成果をさらに拡大させると考えられる。 

これらの要素が一定の地域や組織の中で取組を構成し、さらに、それぞれを取り巻く環境と連動

しながら、具体的な活動となり、それぞれが相互作用することで、取組を成功に導いているものと

考えられる。なお、その中で、「農林水産業の再生・強化」は、一部では、意欲ある農林水産業事

業者により成立する場合もあるが、多くの場合、「地域または集落の維持・活性化」の下に成り立

っていると考えられる（イメージは図表Ⅲ-2参照）。 

 

図表Ⅲ-1 調査結果を踏まえた取組を構成する重要な要素 

要素 概要 

きっかけ ・取組を引き出した事象、取組の原動力となる事象、達成目標 

リーダー ・取組を先導する人材・組織 

住民・サポーター 

・取組のきっかけや目的、リーダーの思い等に対す共通認識、さらにそれを

実現するために取組を支え、活動（事業）に参加または支援する人材の存

在 

支援・助成・助言 

・行政等による支援（支援制度創設、人的支援、仲介役など）、助成（補助

金、交付金、運営委託など）、取組に対するアドバイス、専門的な知見の

提供 

活動資金・経済活動 
・取組を進めるための資金、また活動資金や生活に必要となる所得を得るた

めに行う経済的な収益を上げる事業 
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図表Ⅲ-2 農林水産業の再生・強化の取組要素イメージ（仮説） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 地域（集落）の維持・活性化  

 
経済活動の展開 
（経営能力向上） 

 農林水産業の再生・強化  

【活動の主体】 

住民・サポーター 

(サポーター)       （住民） 

・取組の実動を支える人材   ・共通認識を持つ住民 

・地域出身者         

きっかけ 

 課題対応 

リーダー 

・地元在住リーダー 

・Ｕターンリーダー 

・Ｉターンリーダー 

・行政等の主導 

き っ か け を 受

け、寄合等の協

議からリーダー

創出 

支援・助成・助言 

行政による支援等 その他団体・専門家等による支援

内発的取組 課題対応

協議・相談

協力要請 
実動、協力 

意見 

活動資金確保 
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（２）現地調査を実施した先進取組事例の取組要素の構成 

ここでは、現地調査結果を踏まえた取組を構成する重要な要素について、個別の先進取組事例に

当てはめ、その構成からそれぞれの特徴を整理し、取組要素の構成からみた成功要因について検証

した。 

検証にあたっては、それぞれの構成要素について、３段階の区分を設定し、先進取組事例別にレ

ーダーチャートを作成し、それぞれの取組要素の構成の特徴をみていく。なお、それぞれの先進取

組事例の構成の比較をより明確にみるため、取組内容別に共通点や相違点などを検証した。 

各要素の区分は図表Ⅲ-3のとおりである。 

 

図表Ⅲ-3 取組要素の区分基準 

取組の要素 区分 区分基準 

3 明確な目的意識を持って取組み始めた事例 

2 従来の地域活動の中から目的意識が芽生え、取組み始めた事例 きっかけ 

1 明確な目的意識のないまま取組まれている事例 

3 強いリーダーシップや特徴を持った人がリーダーの事例 

2 地域・組織内の人間関係の調整に長けた人がリーダーの事例 リーダー 

1 明確なリーダーがいない事例 

3 自ら率先して取組をサポートする住民・スタッフのいる事例 

2 リーダーの取組に追随する形で住民等が取組に参画する事例 住民・サポーター 

1 地域とのつながりが薄い事例 

3 当初より行政等の外部の支援・助成・助言があった事例 

2 取組をきっかけとして行政等が支援・助成などを新たに始めた事例 支援・助成・助言 

1 行政等の外部の支援・助成・助言などをあまり受けていない事例 

3 経済活動を重視した取組を行っている事例 

2 地域活動と経済活動の双方に視点を持っている事例 活動資金・経済活動 

1 地域活動を重視した取組を行っている事例 
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0

1

2

3

（株）秋川牧園

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

0

1

2

3

(有)桜江町桑茶生産組合

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

0

1

2

3

（有）漂流岡山

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

① 農林水産業の企業経営体 

農林水産業を企業経営体により運営して

いる事例には、 (有)桜江町桑茶生産組合、

（株）秋川牧園、（有）漂流岡山などがある。 

これらは、企業経営体による取組であり、

「活動資金・経済活動」については、すべ

て３に区分した。また、「きっかけ」につい

ても経営者が目的意識を持って取組まれて

いることから、すべて３に区分した。また、

「リーダー」についても、企業経営者がリ

ーダーとなって取組を強力に牽引しており、

３に区分した。 

「住民・サポーター」については、企業

経営体であるため、１ないし２に区分した。 

「支援・助成・助言」については、（有）

桜江町桑茶生産組合は、地域農業の課題対

応の中で行政との連携により取組まれたも

のであり、３に区分した。また、 (有)漂流

岡山は、卸売業、ネット直販などを取組む

企業であり、農商工連携の中で、生産者な

どとの関係が重要であり、行政以外の外部

との連携関係から３に区分した。 

以上のように、農林水産業の企業的経営

においては、経営者の意思により取組を開

始し、経営者がリーダーとなって取組むこ

となどが重要な要素となっていると考えら

れる。また取組の開始時における行政等か

らの支援も中山間地域においては、重要と

考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅲ-4 農林水産業の企業経営体の取組要素

構成 
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0

1

2

3

ＪＡ勝英・作州黒

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

0

1

2

3

新庄村・ヒメノモチ

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

0

1

2

3

飯田集落・アムスメロン

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

② 農林水産物の産地化・ブランド化 

農林水産物の産地化・ブランド化に取組

む事例には、ＪＡ勝英の作州黒、新庄村の

ヒメノモチ、飯田集落のアムスメロンなど

がある。 

「きっかけ」については、新庄村や飯田

集落では、冷害や農業所得の向上といった

地域農業の課題への解決策として取組が始

められているため、３に区分したが、ＪＡ

勝英の作州黒は転作作物の中で丹波種黒大

豆が導入され、その取組から産地化につな

がっており、ほかの２事例とは異り、２に

区分した。 

「リーダー」については、飯田集落は、

農業基盤整備が進む中、昭和40年代に地域

住民主導で自ら地域に適した作物を見つけ

出し、栽培技術を研究するなど、栽培にお

けるリーダーが存在したことから３に区分

した。その他の取組では、ＪＡ、行政主導

の取組であり、各職員の努力によるところ

が大きいが、強力なリーダーの存在とまで

は至っていないため、２に区分した。 

また、「住民・サポーター」や「支援・

助成・助言」については、ともに、行政、

ＪＡ等の指導もあり各農家が生産に取組む

状況にあることから、「住民・サポーター」

は２に区分し、「支援・助成、徐元」は３に

区分した。なお、各地ともに、高品質、高

付加価値化に取組んでおり、経済的な目的

での生産活動となっているため、「活動資

金・経済活動」については３に区分した。 

以上のように、農林水産物の産地化・ブ

ランド化においては、行政やＪＡの指導の

下、地域農家が組織化され、取組まれるな

ど、関係主体が連携して行われることが重

要と考えられる。 

 

 

 

 

図表Ⅲ-5 農林水産物の産地化・ブランド化の

取組要素構成 
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0

1

2

3

（株）君田トウェンティワン（第３セクター）

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

0

1

2

3

仁保地域開発協議会（(有)仁保の里）

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

③ 都市農村交流 

 都市農村交流については、道の駅を運営

するもの、地域の景観を活かした交流を展

開するもの、都市住民と継続的に交流を続

けるもの、ＵＪＩターンなどによる定住対

策等を行うものなど多様なタイプがある。 

 

（道の駅の運営による都市農村交流） 

道の駅の運営による都市農村交流を取組

む事例には、（株）君田トエンティワンと仁

保地域開発協議会（（有）道の駅「仁保の

郷」）がある。 

「きっかけ」については、組織形態は異

なるものの、温泉や地域農産物の有効活用

などの目的があり、３に区分した。 

「リーダー」については、Ｉターン者で

施設運営に長けたリーダーを持つ（株）君

田トエンティワンと地元住民として長年地

域を牽引したきたリーダーという異なるタ

イプではあるが、ともに強力なリーダーを

有しており３に区分した。 

「活動資金・経済活動」については、温

泉施設を併設する道の駅で、高いサービス

提供により、多くの集客を得ている（株）

君田トエンティワンは経済活動が主であり、

３に区分したが、仁保地域開発協議会は、

地域住民の生産する農産品販売の場として

経済的な側面もあり、地域活動を支える重

要な要素となっているが、仁保地域開発協

議会の持つ機能は、住民生活の様々な面を

支える機能も有しており、経済的な側面だ

けを重視した取組ではないため、２に区分

した。 

なお、（株）君田トエンティワンにおいて

も、市町村合併後、地域の公的団体等の事

務局を併設するなど、住民生活のサポート

機能も有するようになっており、時代変化

に応じて、その構成要素の区分にも変化が

生じる可能性がある。 

 

図表Ⅲ-6 都市農村交流の取組要素構成 

（道の駅） 
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0

1

2

3

ＮＰＯ法人かさおか島づくり海社

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

（景観等を活かした都市農村交流） 

景観等を活かした都市農村交流を行う事

例には、ＮＰＯ法人いんしゅう鹿野まちづ

くり協議会、境地区農業生産者組合、ＮＰ

Ｏ法人かさおか島づくり海社などがある。 

「きっかけ」については、ＮＰＯ法人い

んしゅう鹿野まちづくり協議会では、行政

いにおける町並み保存の取組の中から、住

民の活動が生まれたものであり、境地区農

業生産者組合では、中山間地域等直接支払

制度の活用をきっかけに始まった取組であ

り、ともに２に区分した。一方、ＮＰＯ法

人かさおか島づくり海社は、島しょ部の活

性化を目指して始められた取組であり、３

に区分した。 

「住民・サポーター」については、ＮＰ

Ｏ法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会は、

複数の住民グループが集まって設立された

こともあり、それぞれのグループが得意と

する分野で主体的に活動するなど、幅広な

展開を実現しており、３に区分した。 

「支援・助成・助言」については、ハー

ド整備やその後の取組を支える活動などソ

フト面からも行政の支援などが取組成功に

大きな影響を与えており、ともに３に区分

した。 

「活動資金・経済活動」については、そ

れぞれに活動を維持するだけの収益を上げ

ることのできる事業を展開しており、２に

区分した。なお、これら３つの事例では、

飲食店舗等の展開により、地元農産品等の

購入等による地域への経済的な波及、さら

に店舗等での雇用にもつながり、単なる活

動資金確保から、経済活動にまで発展する

可能性を秘めていると考えられる。 

 

 

 

 

 

図表Ⅲ-7 都市農村交流の取組要素構成 

（景観等の活用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

1

2

3

ＮＰＯ法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

 

0

1

2

3

境地区農業生産者組合

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

 



 

－46－ 

 

0

1

2

3

府谷グリーンピア山里会

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

0

1

2

3

ＮＰＯ法人新田むらづくり運営委員会

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

（継続的な都市農村交流） 

 都市住民と継続的な交流を続けている事

例には、府谷グリーンピア山里会とＮＰＯ

法人新田むらづくり運営委員会がある。こ

れらの事例は、ともに、地域自治組織が中

心となって取組まれているものである。 

「きっかけ」については、ともに行政に

よる働きかけに対し、地域として積極的に

対応したことで始まっており、３に区分し

た。 

「リーダー」については、新田むらづく

り運営委員会には特徴的なリーダーが存在

するため、３に区分したが、府谷グリーン

ピア山里会は、地域全体での議論を大事に

した地域運営がなされており、２に区分し

た。 

「住民・サポーター」については、双方

とも住民との間で、定期的に集まり意見交

換ができる機会を持っており、その中から、

リーダーをサポートするという関係を構築

しており、２に区分した。 

「活動資金・経済活動」については、府

谷グリーンピア山里会は、入居者からの賃

料収入と市からの施設管理に関する委託料

が重要な活動資金となっており、新田むら

づくり運営委員会は、飲食店や宿泊施設運

営などがあり、視察などで訪れる人へのサ

ービス提供で活動資金の一部を得ているが、

ともに経済活動を主体とした取組ではない

ため、１に区分した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅲ-8 都市農村交流の取組要素構成 

（長期的な交流） 
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0

1

2

3

邑南町・研修制度

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

（ＵＪＩターンなどによる定住対策） 

ＵＪＩターンなどによる定住対策の事例

には、ＮＰＯ法人結まーるプラスと邑南町

の研修制度などがある。 

取組要素の構成はともに似通っているが、

その内容をみると、大きな違いがある。 

「きっかけ」については、ともに３に区

分しているが、地域の魅力を知ってもらい、

定住につなげてもらいたいというリーダー

の思いから取組まれている結まーるプラス

の取組と、整備された公園での研修制度と

定住対策を合せて始められた邑南町の取組

とでは、同じ区分でも、その内容には大き

な違いがみられる。 

「リーダー」については、ともに３に区

分されるが、Ｉターン者が主導する結まー

るプラスと施策として行政主導で実施され

る邑南町とでは、大きな違いがある。 

なお、「活動資金・経済活動」については、

ともに地域への定住を活動の目的の１つと

しており、経済活動とは異なる観点での取

組となっており、ともに１に区分した。 

 

以上のように、交流事業も多様であり、そ

の取組を成功に導く各要素の構成も様々であ

り、それぞれの地域の環境によって、それぞ

れの要素を地域に適した形で組み合わせるこ

とが重要であり、地域における「きっかけ」

を捉え、積極的に取組んでいくことが必要と

考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅲ-9 都市農村交流の取組要素構成 

（ＵＪＩターンなどによる定住対策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

1

2

3

ＮＰＯ法人結まーるプラス

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー
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0

1

2

3

川根振興協議会

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

0

1

2

3

農事組合法人おくがの村

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

0

1

2

3

敷信自治振興区

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

④ 地域自治組織による集落機能維持 

地域自治組織による集落維持の事例には、川根

振興協議会や敷信自治振興区、農事組合法人おく

がの村などがある。 

「きっかけ」については、ほとんどの場合、過

疎化など地域課題への対応が要因となっており、

３に区分した。 

「リーダー」については、比較的強力なリーダ

ーが牽引している事例が多く、取組を通じて、そ

れぞれに地域経営に関する独自の考え方を構築し、

地域をリードしている場合が多くなっており、３

の区分が多いが、敷信自治振興区では、区長は各

自治会長からの互選のため、２に区分した。 

「住民・サポーター」については、強力なリー

ダー等の存在により、リーダーを信任し、活動を

サポートしている場合が多く、２に区分されるも

のが多いが、川根振興協議会の場合、自治活動が

長年実施されており、地域住民の振興協議会活動

への参画意識が高いため、３に区分した。 

「支援・助成・助言」については、川根振興協

議会や農事組合法人おくがの村は、独自の取組を

通じて、行政からの支援を受けるようになってお

り、２に区分したが、敷信自治振興区は、市町村

合併を機に、行政主導で自治振興区の設立が進め

られた経緯から、３に区分した。 

「活動資金・経済活動」については、地域自治

活動を中心とする取組であり、１に区分されるも

のが多いが、敷信自治振興区は、構成される自治

会において飲食店など独自の経済活動を行ってい

るところもあるため、２に区分した。 

以上のように、地域自治組織による集落機能の

維持にも、様々な手法があり、組織形態をとって

みても、ＮＰＯ法人であったり、おくがの村のよ

うに、自治組織ではなく、農業を主とする組織が、

自治機能を含めた地域活動の核となっているなど、

多様であることが分かる。ただし、それぞれに地

域を見守る組織が存在し、継続的な取組を行って

いいくことが重要と考えられる。 

 

図表Ⅲ-10 地域自治組織による集落機

能維持の取組要素構成 
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0

1

2

3

ＮＰＯ法人新田むらづくり運営委員会（再掲）

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言
住民・

サポーター

リーダー

0

1

2

3

ＮＰＯ法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会

（再掲）

きっかけ

活動資金・

経済活動

支援・助成

・助言

住民・

サポーター

リーダー

⑤ 伝統文化の継承 

伝統文化の継承に取組む事例には、ＮＰ

Ｏ法人新田むらづくり運営委員会とＮＰＯ

法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会など

がある。新田むらづくり運営委員会では、

人形浄瑠璃を継承しており、いんしゅう鹿

野まちづくり協議会では、街並みの保存を

行っている。 

「住民・サポーター」については、いん

しゅう鹿野まちづくり協議会は、様々な住

民団体が主体的にかかわり、地域の町並み

保全から活性化を進めているため、３に区

分した。一方、新田むらづくり運営委員会

では、強力なリーダーの下で住民が協力し

ながら人形浄瑠璃を継承し、交流に活かし

ており、２に区分した。 

また、「活動資金・経済活動」については、

いんしゅう鹿野まちづくり協議会では、地

域の文化を活かし、店舗運営などで観光振

興に取組んでおり、経済活動としての要素

も一定程度持っているため、２に区分した。

一方、新田むらづくり運営委員会は、人形

浄瑠璃を活かした交流事業は経済活動とし

ての要素は小さいため、１に区分した。 

以上のように、伝統文化の継承にもそれ

ぞれの取組手法があり、その活用も地域の

実情に合わせた内容となっているが、伝統

文化の継承をきっかけに、新たな活動につ

なげていくことが、重要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅲ-11 伝統文化の継承の取組要素構成 
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（３）現地調査結果等からみた取組要素別の成功例の分析 

現地調査を行った結果、先進取組事例において、取組を成功に導く要素は様々あり、一様なパタ

ーンというべき構成は確定できないものの、ある程度共通する組み合わせが存在することも考察さ

れることから、ここでは、それぞれの取組要素別による成功例についてさらに検証してみた。 

 

① 「きっかけ」にみる成功例の分析 

取組の「きっかけ」にみる成功例を、次のａ～ｃに区分して分析した。 

 

ａ．明確な目的意識を持った自発的な取組 

取組の「きっかけ」が、リーダー等の明確な目的・目標に基づいて自発的に行われている事例

では、その目的に・目標を達成するために必要な様々な活動を実践していることで成功に至って

いるケースがあると考えられる。 

（株）秋川牧園においては、「家族経営を基礎とするネットワーク型生産体制」や「全員参加型

経営」、「食の安全・安心」といったコンセプトに基づいた農業経営の実践が１つの成功要因とな

っている。 

また、ＮＰＯ法人結まーるプラスでは、桜江町や石見地域の未だ知られていない魅力を有効活

用したい、という強い思いから活動を始めたことが成功要因の１つになっている。 

 

ｂ．地域で発生した問題への対応策として始まった取組 

地域で何らかの問題が発生したことが「きっかけ」となり、その解決策を模索する中で、取組

まれた対応策が地域内の様々な問題解決を図るための仕組みとして形成され、成功に至るケース

があると考えられる。 

川根振興協議会では、水害で地域が孤立したことを契機に、地域の自発的な行動の必要性に気

付き、地域自治活動が活発になったことが成功要因の１つとなっている。 

また、新庄村では、冷害による作物被害を契機に、冷害に強い品種への転換を図る必要性に迫

られ、冷害時にも強い品種であるヒメノモチの生産に転換したことが、良質のヒメノモチの生産

を可能とし、加工品開発等にもつながったことで、産地としての地位を築く要因となっている。 

 

ｃ．外部からの働きかけがきっかけとなった取組 

外部からの働きかけが「きっかけ」となって、成功に至る場合がある。特に、行政等の公的団

体からの働きかけ、指導などにより、補助制度活用等の支援の下で取組団体の実行力が形成され、

成功に至るケースがあると考えられる。 

美咲町境地区農業生産者組合では、行政の指導により、中山間地域等直接支払制度の交付金を

活用することで、棚田での赤そば栽培に取組み、地域直営店舗の出店を行うなど地域が主体とな

った６次産業化を実現している。 

 

以上のように、取組の「きっかけ」は様々であるが、それぞれの「きっかけ」が取組の基礎とな

り、成功につながっているものと考えられる。 
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② 「リーダー」にみる成功例の分析 

取組の「リーダー」にみる成功例を、次のａ～ｃに区分して分析した。 

 

ａ．地元在住リーダーが主導する取組 

従来よりその地域に住み続けてきた人がリーダーとなっている事例では、地域内の人間関係の

把握が容易で、リーダーの活動に対する信頼や賛同も得られやすいことが、取組の成功につなが

っているものと考えられる。 

なお、Ｕターンした人がリーダーとなる場合も、地域住民からの取組の理解は得られやすく、

地域活動に溶け込みやすいこともあり、新たな刺激を外部から与える存在であっても、後述する

Ｉターンした人がリーダーとなる場合に比べて、地域からの反発等は少なくなると考えられる。 

農事組合法人おくがの村や木屋自治振興区などの取組は、独自の発想力、行動力を持つリーダ

ーが、地元在住者であることにより、地域住民との関係を調整しながら取組を展開している事例

といえる。 

また、桜江オーガニックファームはＵターンした人がリーダーとなり、有機農法を新たに取り

入れ、地域農業の再生に取組んでいる事例といえる。 

 

ｂ．Ｉターン者がリーダーとなって主導する取組 

Ｉターンした人がリーダーとなっている取組は、地域外部から、地域にはない能力を持った人

が入り込み、刺激を与えることで、新しい取組を生み出していることが成功要因の１つとなって

いると考えられる。なお、Ｉターン者がリーダーとして活躍するためには、行政等が、住民とＩ

ターン者との間を仲介し、双方の意見を調整するなどのバックアップを行うことで、より地域に

根付いた活動として発展する可能性がより高まるものと考えられる。 

調査事例では、 (株)君田トエンティワンや桜江町桑茶生産組合などのリーダーが該当する。 

 

ｃ．行政、ＪＡ等公的主体主導による取組 

民間活力の弱い中山間地域においては、大規模な事業、または広い範囲（市町村単位など）に

わたる取組を展開する上では、行政やＪＡといった地域の公的な団体が取組を主導することが成

功要因の１つとなりうると考えられる。こうした行政主導型の取組では、首長（また組織代表

者）のリーダーシップやその取組を担当する行政職員の熱意などが重要な要素となるものと考え

られる。また、経済活動を実践する上では、後述する専門的な知識を持つ「サポーター」の存在

も必要になると考えられる。 

調査事例では、新庄村のヒメノモチ、ＪＡ勝英の作州黒、ＪＡ西いわみのヘルシー元氣米など

の産地化の事例や智頭町の日本１／０村おこし運動、邑南町の研修制度などがこれにあたる。 

 

以上のように、「リーダー」にも様々なタイプがあるが、やはり、強力なリーダーの存在が、取組

の持続性や目標達成を実現する上で大きな要因となっていることがうかがえる。また、中山間地域

におけるリーダーには、地域内の住民との良好な関係性を築くことで、取組の展開が容易になる面

があるため、地域との関係性も十分配慮できるリーダー像が重要であると考えられる。 
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③ 「住民・サポーター」にみる成功例の分析 

取組の「住民・サポーター」にみる成功例を、次のａ～ｃに区分して分析した。 

 

ａ．取組に対する住民の理解度・参画意識が強い取組 

地域の維持・活性化に関する活動を展開する上では、地域住民の取組に対する理解、参画意識

は特に重要である。アンケート調査においても、４分の３の団体から成功要因として回答がある

など、欠くことのできない要素といえる。特に、中山間地域では、人手不足が深刻であることか

ら、子どもから高齢者まで、地域の住民自らが役割認識を持ちつつ取組を進めていくことが重要

となっている。 

川根振興協議会や仁保地域開発協議会は、地域自らが住民への生活サービスを提供するまでに

至っており、これを支えるのは、住民自身による利用であり、このことが、継続的な事業実施を

可能としていると考えられる。 

 

ｂ．出身者等を巻き込んだ取組 

中山間地域において、地域を支えていくためには、地域在住者のみならず、地域外の人の力も

借りることが必要になる場合がある。その時に重要となるのが、その地域の出身者である。彼ら

は、故郷に対する貢献への思いがあるばかりか、親族が住んでいたり、住居や農地、墓などがそ

の地域に残っていることで、地域の維持に対する思いも少なからず持っているものと考えられる。

こうした出身者等を地域のサポーターとして迎え入れ、将来の過疎化・高齢化、人手不足に備え

ていくことも成功要因の１つになりうる。 

敷信自治振興区では、出身者に対して情報発信やＵターンに関するアンケート調査を実施する

など、積極的なアプローチを行っている。また、出身者だけではないが、新庄村の特別村民制度

のように、地域外にあって、新庄村を思ってくれる特別村民も重要なサポーターとなっていると

考えられる。 

 

ｃ．域外との交流による支援者確保の取組 

過疎化、高齢化による人手不足が進む中山間地域においては、外部との定期的な交流における

人脈を活かし、域外人材を地域の支援者とすることも成功要因の１つとなりうる。 

ＮＰＯ法人新田むらづくり運営委員会や府谷グリーンピア山里会では、域外住民との長期的な

連携関係によって地域住民が刺激を受けているとともに、地域のサポーターとして活躍してくれ

る人間関係も構築されており、これが成功要因の１つとなっている。 

また、木屋自治振興区では、人手不足を補うため、リーダーの人脈を活かし、地域イベントの

スタッフとして域外人材を活用しているほか、活動資金を域外の賛同者から「志援金」として集

める取組なども行っており、域外の人材等を有効に活用している事例もある。 

 

以上のように、「住民・サポーター」の存在は、様々な形で活動の成功に大きな影響を与えており、

重要な成功要因である。特に、地域内での住民とリーダーとの良好な関係性を持つ事例、さらには、

刺激を常に受けている事例は、取組の継続性や発展性が強くなる傾向がある。 
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④ 「支援・助成・助言」にみる成功例の分析 

取組の「支援・助成・助言」にみる成功例を、次のａ～ｄに区分して分析した。 

 

ａ．行政による活動の牽引・バックアップのあった取組 

中山間地域で様々な活動を展開する上で、行政の存在は非常に大きく、行政がコーディネータ

となり、地域において様々な取組を引き出すことも成功に導く重要な要因である。また、活動に

対する支援制度を創設し、活動資金などをバックアップすることは、取組を支援する上で、有効

に機能すると考えられる。 

智頭町の集落活性化事業への継続的な支援を行う制度は、多くの地域活動を生み出しているほ

か、旧桜江町では行政職員が地域課題を様々な人材と結びつけることで、新たな事業展開を通じ

て解決するというコーディネータ役を担っている。また、ＪＡ西いわみのヘルシー元氣米の輸出

は、島根県からの働きかけで実現したものであり、そのことがきっかけとなり、知名度上昇に大

いに貢献するなど、成功要因の１つとなっている。 

 

ｂ．行政による人的な支援がある取組 

地域の維持・活性化を取組む上で、行政職員による人的な支援は地域にとって重要である。地

域住民が地域活動に関われる時間は限られているほか、活動に関連する補助金や交付金を受ける

ための関連書類作成に不慣れな人も多く、事務処理能力を持つ行政職員等が地域を支援すること

は、取組を継続させる上で重要な要素である。 

ＮＰＯ法人かさおか島づくり海社では、行政と島のパイプ役を担う「島おこし海援隊」が組織

され、島民とともに活動を行い、成功要因の１つとなっている。 

また、川根振興協議会のある安芸高田市では、地域に実践的な活動の助言を行う地域振興推進

員を設置しているほか、地域活動の下支えとして職員の地域活動への積極的な関与を促している。 

 

ｃ．地域ビジョン等策定時の有識者の支援がある取組 

地域の維持・活性化を進める上で、地域の将来像を見据えた活動を行うことが重要であり、活

動当初、地域ビジョン等を策定する事例も多くみられる。こうしたビジョン作りを住民だけで作

ることは困難なため、場合によっては外部の有識者を招へいし、支援・助言を受ける事例もある。

これら事例では、有識者の指導のもと、策定過程で、従来とは異なる視点で地域を見直すことが

でき、それが成功要因となっている。 

森藤村づくり推進協議会や仁保地域開発協議会、敷信自治振興区ではビジョン作りに有識者の

指導を受けている。またほかの事例でも、有識者が研究をかねて交流をしている場合が多く見受

けられる。 

 

ｄ．産学官連携、異業種交流など専門人材との交流による活動支援がある取組 

農業生産や農業経営、さらには事業活動における経済的なノウハウについては、地域だけで賄う

ことが難しいものもある。そうした場合、外部の専門機関や、専門人材との交流を有効活用し、

技術向上や付加価値の増大などを目指すことが成功要因の１つになるものと考えられる。 

飯田集落では、メロン栽培の連作障害を抑制する肥料を企業等と連携して開発している。桜江町

桑茶生産組合では、新商品の効果等の測定を大学や公設試験研究機関と連携して実施するなど、
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付加価値創出に向けた取組により成功につなげている。また、（有）漂流岡山の取組む「地産地消

ギルド岡山」は意欲的な農業生産者と流通・加工・デザインなどを担う企業が連携することで、

売れる商品づくりなどを共同で研究しており、それぞれの分野での成果につながっている。 

 

以上のように「支援・助成・助言」は、行政をはじめとして、様々な団体等が地域内外から様々

な形で活動を支援していることが分かる。特に、中山間地域においては、行政等の存在は重要であ

り、取組を自ら主導したり、活動主体を資金面、人材面、情報面など様々な方面から支援するなど、

重要な役割を担っており、欠くことのできない存在となっている。 

 

⑤ 「活動資金確保・経済活動」にみる成功例の分析 

取組の「活動資金確保・経済活動」にみる成功例を、次のａ～ｅに区分して分析した。 

 

ａ．行政施策、受託事業により活動資金を確保する事例 

中山間地域では、収益事業などで活動資金を確保していくためには、経営能力を高めていくこ

とが必要となる。しかし、どの地域でも経営能力の向上が実現できるわけではない。そのため、

取組を継続していくためには、国や県、市町村の持つ各種の補助金、交付金などを受け、活動資

金に組み込み、有効に活用していくことが重要である。特に、中山間地域等直接支払制度や農

地・水・環境保全向上対策は、地域の生活の一部となっている農業を中心として、集落の維持・

活性化に地域ぐるみで取組む際に有効に活用すべきである。 

また、地域における行政の役割を代行するなど委託事業を受けることでも活動資金を得ること

が可能であり、そうした役割を地域が積極的に担いながら、委託料等を活動資金として効果的に

活用することが成功要因の１つとなっている。 

松神集落や境地区農業生産者組合などでは、農地・水・環境保全向上対策を実施しており、地

域活動の重要な資金源となっている。また、敷信自治振興区では公民館の運営や社会福祉協議会

等に近い役割なども含めた取組を行っている。また、府谷グリーンピア山里会では、滞在施設付

き農園を運営・管理することで委託費を確保しており、活動を継続する上で重要な収入源となっ

ている。 

 

ｂ．住民負担による地域活動資金の確保を行っている取組 

活動資金の確保には、住民から均等に会費を徴収することも必要である。各住民がお金を出し

合うことで、地域活動への参画意識が高まり、住民の主体的な取組につながることが期待される。

また、全戸から会費を徴収することは、地域全体の取組という認識を住民に与え、人任せにしな

い環境作りにつながるものと考えられる。 

川根振興協議会は、全戸を対象とした会費徴収を行っているほか、１日１円募金などの取組も

あり、多様な活動資金確保策がとられている。 

また、法人設立等においても、活動を地元住民のものとしてとらえてもらうため、住民自らが

出資し、その取組を支えるという意識で会社設立などに取組む事例もある。 

君田トエンティワンは、住民出資の会社が運営する施設として地域からの利用も多くなってい

るほか、仁保地域開発協議会の道の駅運営組織の（有）仁保の郷や敷信自治振興区の公設民営保

育園を運営する会社の（株）敷信村農吉なども住民の出資を基に設立されている。 
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ｃ．地域自らが生活サービスを提供する取組 

近年、地域自治組織が、住民の基礎的な生活サービスを提供する主体として活動している事例

がみられる。こうした取組は、民間によるサービス提供が困難となり撤退していく場合に、地域

課題として住民自らが対応しているものであり、地域を維持していく上で、重要な要素となって

いる。しかし、地域自らが生活サービスを提供していくには、運営主体を確立するための住民等

による出資に加え、活動資金を確保するために、住民自らがその事業の必要性を認識し、そこで

のサービスを積極的に利用（購入）していくことが必要となる。 

仁保地域開発協議会では、全戸が費用負担してスクールバスを運行している。また、川根振興

協議会では、商店・ガソリンスタンドを住民出資により地元企業に運営委託することで、生活サ

ービス機能の維持を実現している。 

 

ｄ．地域活動から経済活動へ発展している取組 

地域・集落の維持・活性化に取組む事例では、地域資源を活かしながら、様々な経済活動を展

開することにより、活動資金を確保している場合が多くなっている。 

このように、経済活動の拡大は、資金面での自立性が高まることにより、取組の継続性、発展

性を高め、地域の維持を実現していく上で重要な要素となっている。また、その取組を通じて、

経営力を向上させることによって、単なる活動資金確保の取組が、経済的な活動へと発展し、雇

用創出にも寄与し、ひいては、地域の活性化につながることが期待される。 

ＮＰＯ法人いんしゅう鹿野まちづくり協議会では、町並みの中でお土産店や飲食店を地元グル

ープで運営することにより、来訪者の観光消費を創出している。また、境地区農業生産者組合で

は、地元産の赤そばを使ったそば店の運営により、生産物を地域内で消費し、地元で加工、販売

することで、付加価値を高めているほか、店舗従業員の雇用も創出しており、小さいながらも地

域内での経済活動が成立している。 

 

ｅ．農林水産業を活かしてビジネスを展開している取組 

中山間地域では、その地形的な制約等により、農林水産業の生産性や収益性は、平地の多い地

域と比べて一般的に低い状況にある。しかし、先進取組事例にもみられるように、中山間地域に

おいてもビジネスとして農林水産業が成り立つ可能性は十分にある。 

農林水産業を活かしたビジネスの展開では、その地域に適した産物を、安全・安心や高品質と

いった消費者ニーズの求める付加価値を与えることによって成功につながっている場合が多くな

っていると考えられる。 

（株）秋川牧園や（有）桜江町桑茶生産組合などでは、安全・安心や健康志向などの消費者ニ

ーズを的確にとらえた供給により、成果を上げている。また、（有）漂流岡山は、消費者の望む高

品質を追求することで高付加価値化を実現し、その価値の向上分を生産者に還元することで、農

家の所得形成能力、経営能力向上にも寄与している。 

 

以上のように、「活動資金・経済活動」は、地域を守り、活性化させていく上で重要な要素となっ

ており、その確保手段は様々にあることが分かった。地域内で経済的活動を積極的に取組み、自立

性を高めることは重要であるが、すべての地域で取組めることではないので、中山間地域では、中

山間地域等直接支払制度や農地・水・環境保全向上対策など国の施策を有効活用することで、基礎



 

－56－ 

 

的な活動資金を確保しつつ、地域住民の可能な範囲で、自立的な資金確保に向けた活動を拡大して

いくことが重要と考えられる。 
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２．地域経済・社会の構造転換につながる要因の分析 

 

これまでは、個々の取組の成功要因の分析を行ってきたが、こうした個別の成功が地域内で複数

展開することで、地域に従来なかった取組が生み出され、地域経済や地域社会に新たな転換をもた

らす可能性がある。 

以下では、こうした地域の発展の可能性を生み出す要因について分析を行った。 

 

（１）個別の取組が地域経済や地域社会の構造転換を促す条件 

 

農林水産業の再生・強化及び集落活動の活性化という本調査のテーマは、最終的に中山間地域の

自立性・持続性の構築に結びつくことが重要と考えられる。 

現地調査を実施した先進取組事例は、農林水産業の再生・強化や集落の維持・活性化の取組を通

じてそれぞれ、地域経済や地域社会に何らかの影響を与え、地域の持続性を高めたり、活性化させ

るなどの効果をもたらしているが、そうした取組の成功が、地域内で複合的に起こることで、さら

にその効果が拡大し、地域経済や地域社会の新たな転換をもたらす可能性がある。こうした地域経

済や地域社会の転換を促進するきっかけには、以下のような取組効果の展開が地域内で生じること

が必要と考えられる。 

 

図表Ⅲ-12 地域経済や地域社会の構造転換を促進するための個別事業の取組効果の地域内での展開 

方向性 概要 

①関係主体との連携強

化 

新たな取組に関連する取組・事業について、地域内の関係主体との連携

を強めることで自立的に調達できる体制を構築する。これにより、取組

効果の拡大を図るとともに、その効果を最大限、地域へ取り込む 

②同様の取組の地域内

への波及による新た

な発展可能性の拡大 

先進的な取組を通じて、地域にその取組に必要な基盤（生産技術、人

材、基礎的な生産施設等）が形成される。こうした事業基盤の共有化を

進め、同業事業者や同様の実施主体の集積を図るとともに、将来にわた

って内発的に発展できる条件を整備する 

③異分野間の交流関係

の構築 

取組・事業が、住民生活、地域企業の生産様式、地域文化等と接点を持

ち、相互に好影響を及ぼし合う関係を構築する 

④取組効果の地域への

帰着 

生活基盤、産業基盤の整備により、従業員の地域定住化のほか、企業の

本社機能・生産機能等の立地を永続化させ、取組がもたらす地域力の工

場や経済的成果を地域へ確実に帰着させる 

 

こうした条件を基にみると、現地調査を実施した先進取組事例のうち、江津市桜江町における桜

江オーガニックファーム、桜江町桑茶生産組合、ＮＰＯ法人結まーるプラスの取組は、相互に関係

しながら、地域社会、地域経済の構造転換を促した好事例といえる。 

ここで挙げた条件に沿って江津市桜江町の取組を再整理すると、以下のような関係性が分かる。 
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図表Ⅲ-13 江津市桜江町の事例における取組効果の地域内での展開状況 

方向性 各先進取組事例の地域内での展開 

桜江町桑茶生産組合： 

・原材料調達を周辺地域の生産農家・法人等に栽培委託し、域内調達を

図り、周辺地域も含め、100ha 以上の遊休化した桑畑を解消している 
①関連主体との連携強

化 
・行政職員がＵＪＩターンした人材を活かし、地域課題の解決につなが

る取組開始に導くとともに、活動を支援。 

結まーるプラス： 

・定住ツアーにおいて、I ターン仲間（桜江町桑茶生産組合など）の生

活や事業活動を紹介し、生の声を伝えることで、I ターン希望者を具

体的行動（Ｉターン）に結びつけるように働きかけている。 

②同様の取組の域内へ

の波及による新たな

発展可能性の拡大 桜江オーガニックファーム： 

・農業経験の少ない若者を雇用することで、将来的に有機農法による地

域農業の維持に取組んでくれる人材の育成。 

③異分野間の交流関係

の構築 

結まーるプラス： 

・活動を通じて、地元で特徴的な活動をする住民や事業者などが集まる

場を提供し、情報交換できる環境を形成している。 

④取組効果の地域への

帰着 

桜江町桑茶生産組合： 

・販売額の上昇、生産量の拡大に伴い、自社での雇用を可能として、Ｕ

ＪＩターン者の雇用の受け皿となり、定住可能な地域へと転換しつつ

ある。 

・また、加工に関する研究開発人材の確保も進めており、専門的人材の

新たな受け皿ともなっている。 

 

以上のように、江津市桜江町においては、行政職員の働きかけにより、ＵＪＩターン人材がそれ

ぞれの持つ専門的なノウハウを活かしながら、まったく新しい事業を地域において展開しており、

それぞれに目指す効果を発揮している。さらに、行政（旧桜江町役場）や結まーるプラスの取組を

通じて、それぞれの主体が相互に連携することで、刺激を受けながら、活動をさらに発展させてい

る。 
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図表Ⅲ-14 江津市桜江町における地域経済・地域社会の構造転換イメージ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・桑茶生産等による農業の６次化 
・新たな雇用先の創出 
・農林水産業の再生・活性化 

新たな地域構造への転換 

 

従来の地域構造 

・過疎化・高齢化の進行による担い手不足 
・農業の衰退による耕地の荒廃 
・地域における兼業先の不足 

地域課題を理解する地元の人材 
（行政職員） 

・人材と地域課題のマッチング 

・行政による起業・事業化支援 

・地域住民とのつなぎ役 

地域の魅力を客観的に評価し活用 

した外部の人材の参入 
・企業経営ノウハウ（起業の経験・企業経営
の経験） 

・地域資源を活用する企画力・実行力 
（有機桑の健康食品としての加工、川戸駅
舎の活用、定住ツアーの企画・運営、有
機農法の経験） 

・情報収集・発信能力（ＩＴ活用） 
時代背景・消費者ニーズ 

・健康ブーム 
・食の安全・安心への関心の高まり 
・田舎暮らし・Ｉターンブーム 

取組の成果・効果 

・農林水産業の６次産業化 
・耕作放棄地の解消（100ha以上） 
・雇用創出・生産委託等による経済的な効果 
・地域観光資源、地域産品のＰＲによる来訪者・消費者の増加 
・ＵＩターンによる定住者の増加 
 

域内における成果・効果の好循環を形成 

新たな事業の創出・展開 

地域住民の理解・参画 

・養蚕時代の桑生産技術の活用 

・雇用創出・生産委託等による経済的な効果

・自警活動への支援・参加 

・地域観光資源、地域産品のＰＲによる来訪

者・消費者の増加 
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Ⅳ 農林水産業の再生・強化のための提案 

 

１．本調査結果から得られた知見 

本調査では、中国圏の中山間地域における農林水産業の再生・強化に関する先進取組事例の実態

把握により、それぞれの事例の持つ成功要因の分析を行ってきた。 

この調査結果から分かったことは、中国圏における先進取組事例は、同様の取組分野においても、

様々な手法を用いて取組まれ、成功パターンも多様である、ということである。これは、どの地域

であっても、工夫すれば何らかの成功が得られるという可能性を示しているものと考えられる。 

そうした中で、先進取組事例の実態把握を通じて、取組に必要となる要素を整理してきたが、こ

れらの要素の分析から考えると、それぞれの成功パターンは異なるものの、その根底にある成功要

因に共通する項目も見出すことができる。 

この成功要因に共通するものとしては、取組には何らかの「きっかけ」があり、取組を成功させ

るには、個人または組織としてその取組を牽引する「リーダー」が必要である。そして、「きっか

け」や「リーダー」には、例外はあるものの、「地域を守りたい」「地域を良くしたい」など、その

地域との関係性を有した「思い」が込められていることが成功に導く重要な要素となっているもの

と考えられる。そのため、農林水産業の再生・強化に関する取組には、「地域（または集落）」が基

礎として存在し、その維持・活性化があってはじめて農林水産業の再生・強化が成立するものと考

えられる。 

そして、その地域に住む「住民」など取組を「サポート」する存在によって、取組が地域内外で

展開するということも重要な項目といえる。 

こうした事業を動かす基本的な要素の相互作用をより促進するために活動主体外部からの「支

援・助成・助言」が必要となるが、中山間地域においては、その役割を行政が中心となって果たし

ている。さらに、取組を実施するための「活動資金」の確保が重要となり、それを支える１つの手

段として「経済活動」などを組み込むことにより、取組に持続性をもたらしている。 

このように、先進取組事例の実態把握から得られた各要素の関係は、中山間地域における取組を

行う上で必要性の高いものと考えられる。そして、本調査において得られた各先進取組事例の成功

パターンは、今後、新たな活動を取組もうとしている地域にとっては、多様な可能性を示しており、

それぞれの地域が持つ特性に応じて、地域に適した手法を見出すためのヒントとして活用されるこ

とを期待したい。 

そこで、以下では、本調査で得られた知見をもとに、今後の農林水産業の再生・強化に向けた提

案を示すこととする。 

 

 

２．農林水産業の再生・強化のための提案の基本的考え方 

 

（１）地域の持続性の確保を基軸にした農林水産業の再生・強化 

中山間地域における農林水産業は、過疎化、高齢化に伴い、担い手不足・後継者不足が大きな問

題となっている。この担い手・後継者不足は、将来的な耕作放棄地のさらなる拡大につながり、生

産基盤としての農地が失われ、農業の衰退がさらに進行するという悪循環に陥る危険性をはらんで
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いる。 

こうした悪循環からの脱却を図るためには、それぞれの地域の担い手が活動できる生活基盤を維

持し、人が住み続けることのできる環境を維持すること、すなわち地域の持続性の確保が最重要課

題となる。そのためには、地域における生活側面として、人々の生活の場である集落の維持・活性

化を基礎としつつ、経済的な側面からみた農林水産業の再生・強化を一体的に捉えた方策を検討す

ることが重要である。 

そこで、以下では、中山間地域の農林水産業のあり方を検討するため、生活側面からみた集落の

維持・活性化に向けた基本的な考え方を示した上で、その生活環境の上で展開される経済的側面か

らみた農林水産業の再生・強化に向けた基本的な考え方を整理する。 

 

（２）生活側面からみた集落の維持・活性化に向けた基本的考え方 

中山間地域の農林水産業の基礎となる地域社会、それを支える集落においても、住民の意識やラ

イフスタイルは大きく変化しており、過疎化、高齢化の進行も相まって、集落機能の低下が懸念さ

れ、一部集落では消滅の危機に瀕している地域もある。 

一方、中国圏では、上述したような課題への対応として、住民による自治活動が盛んに行われて

おり、市町村合併などによる地域社会の大幅な変化に伴い、行政依存から官民連携や住民主導によ

る地域運営への移行が模索されている。 

こうした地域社会の変革期にあって、集落は、従来より農業生産において重要な役割を果たして

きたが、現在でも生活の一部としての農林水産業を守っていく重要な役割を担っている。また、食

料自給率の向上においても、中山間地域が将来にわたってその役割を果たし、産業としての農林水

産業の再生・強化を可能としていくためにも、集落が残り、農地を守っていくことが重要である。 

そのためには、まずは、地域を支えている担い手がどの程度存在しているのかを、在住者、周辺

地域に住む出身者なども含めて実態把握を行うことで、地域の持続可能性を検証する必要がある。

また、中山間地域における経済的生活基盤として現金収入を得ることのできる安定的な兼業先など

雇用の確保や地域に必須となる生活サービスの自主運営などによる積極的な「守り」の取組を展開

することで、集落の持続性を高めていくことが重要である。 

さらに、担い手不足の中でも地域の生活の一部としての農林水産業を支えることのできる組織的

対応方策を構築するとともに、地域の自立性を高めていくために、中山間地域等直接支払制度や農

地・水・環境保全向上対策など国の施策や地方自治体の行う各種施策を有効活用し、地域活動を維

持していくとともに、農林水産品など地域資源を活用した経済活動（農林水産品を活かした６次産

業化、地域文化や生活体験などによる都市農村交流）の創出といった「攻め」の取組による活性化

方策も必要である。 

 

（３）経済的側面からみた農林水産業の再生・強化の基本的な考え方 

近年、中山間地域においても、意欲ある農林水産業の担い手は、ビジネスとしての農林水産業に

取組み、高収益を上げ経済的な成功を収めている事例がみられる。こうした事例は、需要拡大に伴

う供給量の確保のため、農地等の生産基盤を集積し、活用することが多く、地域の農林水産業の維

持に貢献するとともに、農林水産業を目指す新たな担い手にとっての目標や、雇用先として期待さ

れる存在にもなりえるため、育成に向けた支援方策を備えていくことも必要である。 

中国圏の中山間地域において、産業としての農林水産業の再生・強化に取組むためには、平地と
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比較して生産条件の厳しい環境下での経営となるため、「食の安全・安心」や「健康志向」、「高品

質」といった消費者ニーズを的確にとらえ、焦点を絞った事業展開も必要である。 

さらに、単に生産だけでなく、加工、流通、サービスなど川下方向の産業への展開または連携を

図ることにより、付加価値を高めることで、生産規模は小さくても、農林水産業においてトータル

として高収益性を確保していくことが重要となるため、専門分野の企業等との効果的な連携による

農商工連携を推進することや、１つの経営体が生産・加工・流通・サービスを一貫して行うことで、

より大きな付加価値を地域にもたらす農林水産業の６次産業化を推進することを、それぞれの取組

主体の状況に応じて実施できるような環境づくりが必要である。 

こうした取組を進めることで、農林水産業を再び、地域の基幹産業として再生・強化していくこ

とが望ましいと考える。 

 

 

３．農林水産業の再生・強化に向けた具体的な提案 

 

上述した提案の基本的な考え方に沿って、以下に、農林水産業の再生・強化に向けた具体的な提案

を行う。 

 

（１）過疎化・高齢化に対応した地域の持続可能性を高めるための提案 

① 住民が日常的に集う生活拠点の運営 

近年、過疎化・高齢化の進行によって集落内の住民のコミュニケーション不足が急速に進み、

集落の弱体化の要因となっている。コミュニケーション不足は地域における活動の「きっかけ」

を見出す機会も失うことになるため、地域内に日常的に住民が集う生活拠点を設け、住民が様々

に話し合える機会を増やすことが重要である。また、そうした拠点に、島根県などで取組まれて

いる「集落支援員」を常駐させることにより、地域の安全・安心を維持する取組と連動し、地域

を維持する取組として展開することが望まれる。 

 

② 地域との「つながり」としての伝統文化・景観の継承・活用 

地域に人をひきつける要因として、「地元への愛着」に注目し、故郷などへの帰属意識を形成す

るための祭りや神楽、食文化、地域特有の景観などを継承・活用していくことが重要であるため、

それらに取組む団体等に対し、文化施策と定住対策の両面から一層支援を充実していくことが求

められる。 

 

③ 地域内の「仕事」を雇用・所得に転換 

中山間地域の雇用機会の少なさを補う方策として、常用雇用にはならないが、働き手を求める

職場を複数兼務する「多就業」という新たな働き方により、所得を確保していくことが重要であ

る。このように地域に定住できる多様な環境を形成することで、兼業化による農林水産業の維持

につなげていく。 

 

④ 生活の一部としての農林水産業の持続的な経営 

生活の一部としての農業の維持が困難な状況に陥りつつある中で、中山間地域農業を維持して
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いくためには、個人ではなく組織として維持していく手法として、少人数でも地域農業を守れる

集落営農などの体制の確立が重要である。これにより、共同の農作業等による労働力不足の補完

や兼業農家･高齢農家の労働補完につながることが期待されている。また、集落営農を継続的な取

組としていくためにも、法人化などより強固な組織体による運営に移行するよう、推進していく

ことが望まれる。 

 

⑤ 地域活動を支える「小さな経済活動」の展開 

集落の維持・活性化に向けた取組の継続性を高めるためにも、活動資金確保の手法として、中

山間地域等直接支払制度や農地・水・環境保全向上対策は地域にとって非常に有効な制度であり、

戦略的に活用していくことが重要である。 

また、中山間地域における地域活動を支えるためには、農林水産物など地域資源を活用し、地

域住民が無理のない範囲で取組める収益事業（「小さな経済活動」）を地域内に作り出し、継続的

に実施していける仕組みを構築することが重要である。 

 

⑥ 地域の必須サービスの独自供給と域内循環の形成 

中山間地域の集落においては、地域を支えてきた各種サービスの機能低下が進行しており、場

合によっては、地域住民組織自ら、必須の生活サービスを守っていくことが必要になる。このよ

うな地域の自発的な取組に対する支援の充実も必要である。 

また、地域だけでは維持できないサービス等は、より広い範囲で支えていく必要性があるため、

サービス提供手法についても、サービス拠点まで出向くための公共交通手段の確保や、配達・移

動サービス等の手法により供給していくことを検討する必要がある。その際に、配達・移動サー

ビスの担い手候補として、従前から地域にあるＪＡ等の機能を有効活用することで、効果的なサ

ービス提供体制を確立することも検討すべきである。 

 

⑦ ①～⑥の提案を進める上での課題 

（在住者、他地域居住者も含めた地域人材の実態把握） 

①～⑥の提案を推進する上で、過疎化・高齢化が進行する中山間地域においては、絶対的な人

不足が懸念されており、その課題対応が大きな問題となる。 

こうした様々な面での人不足を解消していくためには、従来のように、地域内の住民だけで地

域内のことすべてに対応するのは限界があり、地域内での活動をフォローしてくれる人材が必要

である。そのためには、地域に人手が必要な時に協力を要請することができ、地域内での役割を

担ってくれる人材の把握が重要である。こうした地域の役割を担ってくれるのは、その地域の出

身者、特に、現在住んでいる人の親族などが重要な人材となる。 

このような地域出身者の所在なども含めた地域の実態把握を行う手法として、「集落点検」等の

手法が各地で取り入れられ始めている。こうした取組をさらに普及させ、地域人材の発掘を進め

るとともに、各世帯の所有する農地、山林等の所在、今後の利用・管理の意向などを把握し、耕

作放棄地等の発生を抑制していくことも重要である。 
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（２）経済活動としての地域の農林水産業の再生・強化に関する提案 

  

① 地形的制約に合わせた高付加価値型農林水産業の展開 

（消費者の立場を起点とした農林水産業の展開） 

近年、製造業においては、マーケティング等の発達により、生産者の都合ではなく、顧客・消

費者の立場を起点とした商品企画・開発、製造が行われるようになっている。こうした状況は農

林水産業でも同じであり、消費者の求める農林水産品を提供する事業者の成功が少なくない。 

農林水産業においても、様々なノウハウを持つ既存の生産者やＪＡなど集荷・流通事業者が消

費者の立場を起点とした生産、流通に一部でも転換すれば、高付加価値化、高収益化につながる

改善が大いに期待される。 

（農商工連携、農林水産業の６次産業化による高付加価値化） 

さらに、近年注目されている、農商工連携や農林水産業の６次産業化についても、消費者起点

による展開を行えば、さらに高付加価値化、高収益化が可能となるものと考えられる。こうした

展開を実現していくためには、地域産品を知る人材と加工・流通・サービスへの展開力のある企

業等の経営者とが連携し、コーディネータとしてそれぞれの主体間を仲介していくことができれ

ば、大いに期待できるものと考えられる。 

また、農林水産業の６次産業化においては、よりその効果を高めるためには、付加価値の大き

い、加工、流通、サービスの部門の充実が必要である。それぞれの部門で内部から人材を確保で

きなければ、外部から、経験のある人材を公募等により募集することも有効である。 

（生産連携と新たな農地の利用の仕組みづくり） 

地形的に不利な条件の中山間地域においては、需給バランスの不均衡による生産ロスが発生す

る可能性が懸念される。より生産の拡大が必要になった場合には、周辺地域の経営理念等が共有

できる生産法人や個別農家との連携を高めていくことが必要となる。また、拡大の手法としては、

農地の集積を進めていくため、農地の所有と利用の分離、利用の集約化などによる生産基盤の有

効活用の仕組みづくりを進めることで、意欲ある農業経営主体を支援していくことも検討すべき

である。 

 

② 新たな農林水産業参入者への支援の充実 

（新規就農者・新規参入企業の育成の充実） 

担い手不足が進む中で、新規就農者数は全体的に不足しており、将来的にみると、農業従事者

１人が担うべき農地面積は、非常に広大なものになることが予想される。そうした将来を踏まえ

ると、新たな担い手は、省力化、効率化を実現する農業技術やその組織を経営する能力も身につ

けていくことが望まれる。そのためには、より実践的な経験を通じて、経営能力の向上が必要と

なるため、先進的農業経営組織（法人）における現場研修などを充実させることが重要である。 

また、異業種企業などによる農林水産業への参入も増えつつある。現地調査の江津市桜江町の

桜江町桑茶生産組合は、ベンチャー企業設立や企業経営の経験がある人が行政との連携により、

地域農業の課題を克服し、雇用創出にまで至った好例である。こうした企業は、経営に関する基

礎はすでに有しているので、農業技術指導や資金融資、施設面での支援、地域人材との仲介など

を行政が支援していくことで、農林水産業のビジネス展開の成功率が高まることが期待される。 
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③ ①～②の提案を進める上での課題 

（農林水産業への就業イメージの改善） 

①～②の提案を進めていくためには、農林水産業への就業に対するイメージの改善が重要とな

る。 

昨今の世界的な経済不況を受け、製造業を中心に雇用の不安定化が顕著となっている中で、人

手不足に悩む農林水産業が、新たな雇用の受け皿として注目を集めている。しかし、新規就農に

は、まだ多くのハードルがあり、農林水産業の現場においては、十分な担い手確保には至ってい

ないと思われる。 

いずれにしても、時代変化の中で、農林水産業に注目が集まり、新たな就業の選択肢となりう

る絶好の機会であり、積極的な人材確保のための活動の展開が必要である。新規参入者の確保に

向けては、農林水産業への就業イメージを改善する取組として、農林水産業で活躍している人た

ちをＰＲし、厳しい中にも夢のある仕事であることを広く伝えていくことが重要である。 

 

 



 

 

 


